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1.1 電子資料の普及と活用 

近年の急速な情報技術の発達に伴い、企業や行政、大学といったさまざまな分野・

組織で電子化された資料が普及している。 電子資料を活用することによって計算機に

よる知識抽出や地理的・時間的ギャップを超えた情報共有が可能になる等、その活用

によって多くの効果が期待できる[1]。 

 
企業においては、2005 年に施行された e-文書法[2]によって、財務・税務関係の帳

票類や取締役会議事録など、商法や税法で保管が義務づけられている文書について、

紙文書だけでなく電子化された文書ファイルでの保存が認められるようになった。こ

れにより文書・帳票類の保管にかかるコストの削減や、企業間取引の電子化の加速と

いった様々な効果が期待されている。また電子文書から企業にとって有益な情報を機

械的に抽出する研究も盛んに行われている。たとえば竹内ら[3]はコールセンターにお

ける顧客とのやりとりの記録をテキストマイニング技術によって分析するシステムを

開発した。彼らは電子文書から問い合わせ内容の話題や増減傾向を抽出することで

FAQ を自動生成し、それを商品知識の教育や生産性の向上などの業務プロセスの改善

に繋げている。 

 
教育の分野では情報技術を用いて学習や教育を行う e ラーニングが普及している。 

e ラーニングは「教材・学習材」と「学習管理システム（Learning Management System, 
LMS）」から構成されるが、「教材・学習材」については紙文書が従来提供してきた文

章や静止画像に加えて、動画や音声などを組み合わせたマルチメディア形態の提供が

可能となっている。また「学習管理システム」によって、教師による教材の保管、学

習者への教材の適切な配信、学習者の学習履歴や試験問題の成績などの統合的な管理

が可能となり、授業のあり方が変化しつつある。黒瀬ら[4]は 3 次元 CAD 教育におい

て自由曲面、自由曲線の学習支援を行うシステムを開発し、創成・発見的学習環境の

実現や学生の関心度の向上といった成果を上げている。 

 
行政においては 2013 年 6 月 17 日から 18 日に行われた G8 サミットにおいて「G8

オープンデータ憲章[6]」が合意された。この憲章の一部を以下に抜粋する。 
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原則 1：原則としてのオープンデータ  
 データによっては，公表出来ないという合理的な理由があることを認識しつつ，

この憲章で示されているように，政府のデータすべてが，原則として公表され

るという期待を醸成する。 
原則 3：すべての者が利用できる  
 幅広い用途のために，誰もが入手可能なオープンな形式でデータを公表する。 
 可能な限り多くのデータを公表する。 
原則 5：イノベーションのためのデータの公表  
 オープンデータ・リテラシ－を高め，オープンデータに携わる人々を育成する。 
 将来世代のデータイノベーターの能力を強化する。 
 このオープンデータという考えは、CSV や XML などの再利用可能かつ機械処理

が可能な形で情報を広く一般に公開することで情報の存在を世の中に伝え、第三者

の利用を自由化している点に特徴がある。現在世界各国では政府が保有するデータ

を公開する「オープンガバナンスポータル」が立ち上げられている。日本における

端的な例としては「デ―タシティ鯖江[7]」が挙げられる。鯖江市は市の人口や気温、

施設の位置情報といったデータをホームページ上で公開している。そしてこれまで

に災害時の避難所の位置を表示するアプリケーションや、市内のバスの位置情報を

リアルタイムに表示するアプリケーションが第三者によって開発されるなど、新し

いムーブメントの発信地として注目を集めている。このような鯖江市の取り組みも

電子資料を活用した事例の一つである。 

1.2 歴史研究 

歴史研究の分野でも電子化された史料が普及しており、博物館、美術館、公文書館

や図書館などではデジタルアーカイブ化が進められている。従来保存の観点から公開

が難しかった貴重史料がデジタル化され、インターネット上で広く公開されることで、

場所・時間の制約を受けることなく、複数人が同時に史料にアクセスすることができ

るようになった。電子史料の活用を目的とした研究として、小早川ら[5]は画像処理技

術を用いて類似する画像史料の検索や比較といった新たな切り口からの史料研究を可

能とするシステムを開発している。 

一方で、複数人の歴史研究者へのヒアリングの結果、史料の収集に関してはデジタ

3 

 



 
 

 
序論 

ルアーカイブを用いて容易に行うことが可能となったが、調査から得られた知見の蓄

積や知見の再利用による分析などは各研究者が独自の方法で行っていることが分かっ

た。図 1-1 にはある研究者の史料、および調査結果の管理方法を示している。 

 

 

図 1-1 歴史研究者の史料（画像ファイル）と調査結果の管理方法例 

（左：フォルダに格納された史料、右：資料毎の調査結果をまとめた Microsoft Excel） 

 
左図に示すように、デジタルアーカイブ上で公開されている史料を研究者の PC と

いったローカル環境にダウンロードし、フォルダの階層に基づいて史料の分類を行っ

ている。また右図に示すように、分析から得られた知見等は別途 Microsoft Excel 等

のツールに保存している。ここでの問題点として、史料とそれに関する情報が別ファ

イルに記述されているため、再度史料を閲覧する際にはデジタルアーカイブにアクセ

スする、またはダウンロードした資料を PC 内で検索する必要があり、デジタルアー

カイブなどインターネット上で史料が URL 等の識別子が与えられた上で公開されて

いるメリットを生かすことができていない。また各研究者の調査結果がローカル環境

に蓄積されるため、他の研究者との情報共有を行うことは困難である。例えば各研究

者の調査結果や知見等は各人が独自に与えた識別子によって史料との紐づけが行われ

画像ファイル
の管理例

調査結果
の管理例

研究者独自
の紐づけ
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ており、またそれらは自由記述文で記述されている等、他の研究者が容易にそれらの

情報を利用することは難しい。その結果、歴史研究は各研究者の暗黙知に頼る部分が

多く、検索漏れや忘却による歴史研究の低品質化、さらにある研究者が亡くなった際、

彼の研究結果や成果を後世に残すことができないといった問題を抱えている。 

1.3 目的 

近年の資料の電子化によってさまざまな分野でその利活用が進めらているが、1.2 で述

べたように歴史研究の分野ではそのメリットを十分に生かすことができていない。 

本研究ではセマンティック・ウェブ技術を用いて歴史研究を支援するシステムの開

発を行う。具体的には電子史料をクラウド環境で管理し、書誌情報や研究者の調査結

果を史料のメタデータとして管理を行う。それらメタデータを再利用することで、史

料の並び替えや比較、計算機を用いた自動分類といった分析を支援する。さらに従来

の歴史研究の属人性の問題に対して、クラウド上で複数研究者が史料の収集や整理、

分析を共同で行うことが可能な環境を構築し、各研究者の労力の軽減や複数研究者間

の協調学習を可能とする歴史研究手法を提案する。また開発したシステム上でのケー

ススタディ及び実験を行うことで、本研究で提案する手法の評価を行う。 

1.4 本論文の構成 

第 2 章では、本研究と関連する要素技術や研究事例を説明し、本研究の位置づけにつ

いて述べる。 

第 3 章では、歴史研究を支援するために必要な要件を定義し、それを実現するための手

法を提案する。 

第 4 章では、第 3 章で提案した手法を実装したシステムについて述べる。 

第 5章、第6章では、開発したシステム上で行ったケーススタディ及び実験について説明

する。 

第 7 章では、ケーススタディ及び実験に基づいた提案手法、開発したシステムの有効性

について考察する。 
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第 8 章では、本論の結論と今後の展望について述べる。 
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2.1 はじめに 

本章では，本研究で用いる要素技術や関連する研究事例について述べ，本研究の位置

づけについて述べる。 

2.2 要素技術 

2.2.1 デジタルアーカイブ 

デジタルアーカイブとは博物館・美術館・公文書館や図書館の収蔵品を始め有形・

無形の文化資源等をデジタル化して保存等を行うことである。デジタル化することに

よって、文化資源等の修復・公開や、ネットワーク等を通じた利用も容易となる。 

デジタルアーカイブという言葉は 1990 年代中頃、東京大学名誉教授である月尾嘉

男[8]によって、国内で初めて使われた。2003 年 7 月に決定された「e-Japan 戦略 II」
[9]では、コンテンツ産業などの国際競争力の向上や、海外における日本文化への理解

の向上を図る手段の一つとして、放送・出版などのコンテンツや、美術館・博物館・

図書館などの所蔵品、Web 情報、特色のある文化などのデジタルアーカイブ化、およ

び国内外への情報発信の推進を掲げている。同年 8 月に決定された「e-Japan 重点計

画-2003」や、2004 年 2 月に決定された「e-Japan 戦略 II 加速化パッケージ」でも、

教育用コンテンツの充実・普及や、国などの有するコンテンツの保存と利用機会の拡

大を図るために、引き続き、各種コンテンツのデジタルアーカイブ化を推進していく

とされている。 

デジタルアーカイブによって期待される効果として、以下の項目が挙げられる。 
(1) 史料の破損・劣化防止  

(2) 新しい表現の実現 

(3) 時間的、地理的な制約を超えた史料提供 
(4) 様々な角度からの史料検索 

(1) に関しては史料をデジタル化することにより、破損を恐れることなく貴重史料

の提供が可能となる。史料を保護するために制限がある複写についても、印刷するこ
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とで提供が可能となる。(2) は複数の史料の映像を部分的に切り出し、再合成するこ

とや、様々な解説・音声などを付け加えることにより、元の史料を比較して多くの情

報を含んだ形での情報提供が可能となる。(3) については計算機を用い、いつどこか

らでも史料へアクセスが可能となる。また、複数の利用者が同時に史料を閲覧できる。

(4) は史料のDB化することで、様々な角度から史料の検索や分類を行うことができ、

史料を新たな切り口から閲覧・分析することが可能となる。 

以下では本研究のケーススタディ及び実験で対象とした二つのデジタルアーカイブ

について説明する。 

2.2.1.1 平賀譲デジタルアーカイブ 

図 2-1 に示される平賀譲デジタルアーカイブ[10]では、海軍造船中将および第 13
代東京帝国大学総長であった平賀譲が生前に遺した艦艇計画・建造関係の技術史料約

44,000 点が画像化され、東京大学附属図書館電子化コレクションで一般に公開されて

いる。  
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図 2-1 平賀譲デジタルアーカイブ[10] 

 
平賀譲デジタルアーカイブを公開するにあたり、44,000 点の史料を整理されていた

封筒毎に分け、5,232 件にまとめられた。 それら各史料に史料名や判明している範囲

内での作成年月日などの書誌情報が付与されている。また、史料は軍艦の艦型、軍艦

構造、報告書、手紙・写真など 52 種類のカテゴリに分類されている。特に軍艦設計

案や軍艦建造技術を記した史料群は、日本海軍の軍艦建造黎明期から太平洋戦争に至

る当時の軍艦設計・建造の実状を明らかにする貴重な史料群であると言える。本デジ

タルアーカイブは徐々に知られるところとなり、八八艦隊関係の研究に利用され、論

文[11][12]や書籍[13]として出版されている。 

次に平賀譲デジタルアーカイブのシステムについて述べる。平賀譲デジタルアーカ

イブは、堀内カラー[14]製のビューワーと検索システムを有している。図 2-2 は検索

画面を示す。 
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図 2-2 検索結果画面[10] 

 
画面左部の検索画面で書誌情報別の検索を行い、画面の右部に検索結果が表示され

る。各検索結果から図 2-3 に示す各史料の閲覧画面に移動することでき、史料の詳細

情報や史料の画像データを閲覧することができる。各画像データは拡大・縮小させる

ことができ、また史料の印刷やダウンロードも可能である。 
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図 2-3 史料の閲覧画面[10] 

 

2.2.1.2 アジア歴史資料センター 

アジア歴史資料センター（Japan Center for Asian Historical Record）[15]は、日

本が保管するアジア近隣諸国との関係に関する歴史史料を提供している。インター

ネットを通じて明治期から第二次世界大戦終結までの期間に関する情報提供を行って

おり、日本の国立公文書館によって運営されている。2011 年 4 月時点では、約 2,246
万画像、162 万件の目録データを提供している。収録対象の史料は、それぞれ日本の

国立公文書館、外務省外交史料館、防衛省防衛研究所図書館が保管するアジア歴史資

料であり、デジタル化に応じて順次公開されている。 
アジア歴史資料センターでは 2.2.1.1 の平賀譲デジタルアーカイブと同様、目録な

どが史料に付与された基本的な書誌情報による検索機能や、史料の拡大・縮小機能、

印刷・ダウンロード機能が提供されている。 
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図 2-4 アジア歴史資料センターの検索結果画面[15] 

 

2.2.2 セマンティック・ウェブ 

ティム・バーナーズ＝リーは「現在のウェブはセマンティクウェブ（意味を持つウェ

ブ）と呼ぶ新しい形式のコンピュータ網に進化していく。コンピュータがコンテンツ

の意味を理解し推論することによって、インターネットの可能性は飛躍的に拡大する

であろう[16]」と述べている。 
セマンティック・ウェブの目的はウェブページの閲覧という行為に、データの交換

の側面に加えて、意味の疎通を付け加えることにある。計算機に「自律的な処理」の

能力を与えるためには、情報リソースに意味を持たせる必要があり、「メタデータ」と

「オントロジー」が重要となる。メタデータとは、「全文検索の限界を解決するための、

データに対する構造的データ」である。またオントロジーとは「ある特定分野の概念

や知識、分類体系や推論ルール集」のことを指し、「語彙の定義」や「語彙と語彙の関

係」を記述する。 

たとえば、「アドレス」という単語は、「住所」、「メールアドレス」，「メモリアドレ

ス」等、様々な意味に解釈される。ホームページ上に「アドレス」と書かれている場
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合、人間は前後の文脈から「住所」であると判断できるが、計算機では困難である。

したがって「アドレス」に何のアドレスかを説明するメタデータを付与することによっ

て、計算機による理解が可能となる。 

2.2.2.1 セマンティック・ウェブの要素技術 

セマンティック・ウェブを実現するための要素技術体系を図 2-5 に示す。 

 

 

図 2-5 セマンティック・ウェブにおける要素技術体系[17] 

 
上記の体系の内、本研究に関連する要素技術の説明を以下に加える。 

 URI（Uniform Resource Identifier）：統一資源識別子といわれ、URL の考え

方を拡張したものである。 

 XML（Extensible Markup Language）：文書やデータの意味や構造を記述する

ためのマークアップ言語の一つである。「タグ」と呼ばれる特定の文字列で文に
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情報の意味や構造、装飾などを埋め込んでいくことができる。 

 Namespaces（名前空間）：名前の集合を分割することで、衝突の可能性を低減

しつつ、参照を容易にする概念である。 
 RDF（Resource Description Framework）：メタデータを記述するための仕組

みである。 

 RDF Schema（Resource Description Framework Schema、RDF スキーマ）：

クラス、プロパティなどの語彙を定義し、メタデータの持つ意味を規定する。 

 OWL（Web Ontology Language）：RDF スキーマより精密な意味情報管理を

行う「オントロジー」を記述する言語である。 
 SPARQL（SPARQL Protocol and RDF Query Language）：RDF 用の検索言

語であり、RDB の「SQL」に相当する。 

 
次に上記の要素技術から、本研究で特に重要となる技術について詳細な説明を加え

る。 

2.2.2.2 RDF 

RDF は W3C によって標準化されたデータ形式であり、1 つの情報を主語，述語，

目的語の 3 つ組(トリプル)で表現する。RDF で表現する場合、目的語はリテラル（単

なる文字列）でも良いが、主語と述語は URI で表現されたリソースである必要がある。 

なお、URI は一定の書式によってリソース（資源）を指し示す識別子であり、

http/https や ftp などのスキームで始まり、コロン (:) による区切りの後にスキーム

ごとに定義された書式に基づいてリソースを示す。また URI によって示されるリソー

スは計算機が扱うデータに限らず、人や会社、書籍などを示すことも可能である。 
たとえば次の日本語の文「http://157.82.251.163/kashiwade/というホームページの

名前は KASHIWADE であり、作成者は中村覚である」を、RDF の「文」として捉え

る。この RDF を有向ラベル付きグラフ(directed labeled graph)を用いて表現した例

を図 2-6 に示す。RDF グラフでは、リソースを楕円、述語をアーク（矢印）、リテラ

ルを長方形で表現する。アークの矢印は主語を始点とし、目的語を終点としている。

また RDF/XML によるシリアル形式の表現例を図 2-7 に示す。 
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図 2-6 RDF のグラフ表現例 

 

 

図 2-7 RDF のシリアル形式の表現例 

 

2.2.2.3 RDF Schema 

RDF はリソースの述語やリソース間の関係を記述するモデルを提供するが、そこで

用いられる述語そのものについては定義しない。creator、date、channel といった述

語は、RDF Schema を用いて定義し、それを URI で参照する。RDF Schema は、こ

れらの述語や一般的なリソースのカテゴリを定義するための基本的なメカニズムを提

供し、仕様で用意される基本クラス、基本的な述語などを用いて、必要なクラスを新

たに定義し、そのインスタンスやサブクラスを導出する。 

例えば RDF で記述した 2.2.2.2 について、RDF Schema を用いて Homepage クラ

http://157.82.251
.163/kashiwade/

中村覚

KASHIWADE

ex:creator

ex:name

ex:name

述語 目的語 主語

名前空間
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スの定義と「Homepage の作成者」という述語の定義を行う。Homepage クラスの定

義については、Homepage クラスを rdfs:Class タイプのリソースとして定義すること

でクラス派生を実現できる。「Homepage の作成者」という述語の定義については、

たとえば rdf:Property タイプの派生とし、rdfs:domain と rdfs:range によってそれぞ

れ主語が Homepage クラスのインスタンスであり、目的語が Person クラスのインス

タンスであると定義する。以上の定義を RDF/XML によるシリアル形式で表現した例

を図 2-8 に示す。また、この RDF スキーマを 2.2.2.2 の RDF に適用したグラフ表現

例を図 2-9 に示す。 

 

 

図 2-8 RDF のシリアル形式の表現例 
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図 2-9 RDF スキーマのグラフ表現例 

 

2.2.2.4 オントロジー 

オントロジーはあるドメイン内の概念とそれらの概念間の関係のセットとしての知

識の形式的な表現である。オントロジーで表現された知識を利用して、エージェント

が高度な検索などを行う研究は数多く行われている[18][19][20][21]。 

オントロジーは以下に示す要素から成り立っている。 
(1) オントロジー全体の情報を記述するヘッダ。 

(2) クラスの定義を記述するクラス公理。 

(3) プロパティのグローバルな定義を記述するプロパティ公理。 
(4) 固体（インスタンス）を記述する事実。 

 
またオントロジーのクラス公理では以下のように規定されている。 

 owl:intesectionOf（論理積に相当する。）  

 owl:unionOf（論理和に相当する。） 

 owl:complementOf（論理否定に相当する。） 

 

rdfs:Class

rdf:Property

ex:creator

ex:Homepage ex:Person

rdf:type rdf:type

rdf:type

rdfs:domain rdfs:range

rdf:type

http://157.82.251
.163/kashiwade/

中村覚

KASHIWADE

ex:creator ex:name

ex:name

rdf:type
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この規定を使用して、たとえば、「好きなスポーツというクラスを野球とサッカー以

外」というクラスを定義した例は図 2-10 のように記述する。 

 

 

図 2-10 オントロジーのシリアル形式の表現例 

 

2.2.2.5 SPARQL 

SPARQL とは RDF クエリ言語の一種であり、SPARQL クエリには基本グラフ・

パターンと呼ばれる 1 組のトリプルが含まれている。サブグラフからの RDF 用語を

変数に代替可能で、結果がサブグラフに同等な RDF グラフである場合、基本グラフ・

パターンはその RDF データのサブグラフにマッチする。 
簡単な例として、2.2.2.2 の RDF からサイト名を発見するための SPARQL クエリ

を図 2-11 に示す。 
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図 2-11 SPARQL のクエリ例 

 
クエリは SELECT 句と WHERE 句で構成される。SELECT 句はクエリの結果に現

れる変数を識別し、WHERE 句はデータ・グラフにマッチする基本グラフ・パターン

を提供する。この例の基本グラフ・パターンは、目的語の位置に 1 つの変数（?name）

を持つ、1 つのトリプル・パターンから成る。 

2.2.3 類似画像検索 

類似画像検索とは指定した画像と類似した画像を検索することであり、CBIR

（Content-Based Image Retrieval）とも呼ばれる。画像間の類似の比較には色[22]、

形状[23]、テクスチャ[24]、特徴点[25][26]等の様々な特徴量を用いて行われ、類似画

像を用いたプロセス改善に関する研究が多く行われている[27]。 

ここでは「形状」に関する特徴量の抽出、つまりエッジ検出手法について述べる。

本研究では平賀譲デジタルアーカイブで公開されている史料群に対して類似画像検索

を行うが、これら公開されている資料は白黒画像であり、また「図面」といった画像

の形状に基づいた情報が重要となるためである。 

2.2.3.1 エッジ 

エッジとは物体の外縁を表す線、または画像を特徴づける線要素である。画像処理

ではエッジを抽出することを「エッジ抽出」または「輪郭抽出」と呼ぶ。画像中の物

PREFIX  ex: http://example.jp/

SELECT  ?name

WHERE  { 
<http://157.82.251.163/kashiwade/> ex:name ?name
}
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体と物体、あるいは物体と背景の境界がエッジであるため、「画像の濃度や色の変化が

急である場所」がエッジであり、エッジ抽出では濃度情報に注目する。 

2.2.3.2 エッジ抽出手法 

エッジは濃度値が急激に変化する部分であるため、関数の変化量を算出する微分演

算がエッジ抽出に利用できる。微分は一次微分（グラディエント）と二次微分（ラプ

ラシアン）がある。またデジタル画像では離散的な値を取るため、隣接画素同士の差

分を取ることで微分と代用される。微分演算を行うための隣接画素同士の演算を表現

する係数の組を「微分オペレータ」と呼び、さまざまな種類が存在する。 

2.2.3.3 一次微分 

座標 (𝑥𝑥,𝑦𝑦)における濃度の勾配を表す一次微分の値は大きさとベクトル量

𝐺𝐺(𝑥𝑥,𝑦𝑦) = (𝑓𝑓𝑓𝑓,𝑓𝑓𝑓𝑓)として表現できる。ここで𝑓𝑓𝑓𝑓は𝑥𝑥方向の微分、𝑓𝑓𝑓𝑓は𝑦𝑦方向の微分を示

す。𝑓𝑓𝑓𝑓, 𝑓𝑓𝑓𝑓はデジタル画像では式(2.1)で計算できる。 

 

𝑓𝑓𝑥𝑥 = 𝑓𝑓(𝑥𝑥 + 1,𝑦𝑦) − 𝑓𝑓(𝑥𝑥,𝑦𝑦) 

𝑓𝑓𝑦𝑦 = 𝑓𝑓(𝑥𝑥,𝑦𝑦 + 1) − 𝑓𝑓(𝑥𝑥,𝑦𝑦) 

(2.1) 

 
これら微分値が算出されると、エッジの強さは�𝑓𝑓𝑓𝑓2 + 𝑓𝑓𝑓𝑓2, 方向は(𝑓𝑓𝑓𝑓,𝑓𝑓𝑓𝑓)の向きと

して計算できる。エッジの方向はエッジの濃度の暗部から明部の方向となる。 
またグラディエントの計算に用いる微分オペレータの例を表 2-1 示す。 
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表 2-1 グラディエントの計算に用いる微分オペレータ 

 

2.2.3.4 二次微分 

二次微分はエッジの強さのみを検出するのに用いられ、デジタル画像では式(2.2)で

表される。またラプラシアンの計算に用いる微分オペレータの例を表 2-2 示す。 

𝐿(𝑥𝑥,𝑦𝑦) = 4 × 𝑓𝑓(𝑥𝑥,𝑦𝑦) 

−{𝑓𝑓(𝑥𝑥,𝑦𝑦 − 1) + 𝑓𝑓(𝑥𝑥,𝑦𝑦 + 1) + 𝑓𝑓(𝑥𝑥 − 1,𝑦𝑦) + 𝑓𝑓(𝑥𝑥 + 1,𝑦𝑦)} 

(2.2) 

 

表 2-2 ラプラシアンの計算に用いる微分オペレータ 

 

 

オペレータ名 通常の差分 Robertsオペレータ Sobelオペレータ

を求める
オペレータ

を求める
オペレータ

オペレータ名 ラプラシアン1 ラプラシアン2 ラプラシアン3
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2.2.3.5 局所エッジヒストグラム 

ここでは本研究で用いた局所エッジヒストグラム[28]について説明する。本手法は

MPEG-7 標準化規格[29]において推奨されているエッジ分布に関する記述子である。

この記述子は各画像から 80 個のヒストグラムを構成するため、画像の特徴を小さい

データ量で保持するできる点が特徴である。なお、MPEG-7 は、ISO/IEC JTC 1 の

Moving Picture Experts Group(MPEG)によってつくられたマルチメディア用メタ

データ表記方法の国際標準化規格である。MPEG-1,2,4 などとは異なり、動画データ

のエンコードが目的ではなく、XML をベースとしたメタデータ記述によるマルチメ

ディアデータの高速な内容検索を目的としている。 

本手法ではまず画像を 4×4=16 の部分画像に分割する。各部分画像においてその部

分画像のエッジ分布を示すヒストグラムを生成する。分布の種類を抽出するため、各

部分画像はさらに「画像ブロック」と呼ばれる小領域に分割する。この分割イメージ

を図 2-12 に示す。 

 

 

図 2-12 部分画像と画像ブロックの分割イメージ[28] 

 
次に画像ブロックから図 2-13 に示す 5 つの種類のエッジを抽出する。画像ブロッ

クからエッジを検出後、各部分画像における各エッジの合計値からヒストグラムを生

成する。 
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図 2-13 5 つのエッジ種類とフィルタ[28] 

 
エッジは図 2-14 に示すように各画像ブロックから検出する。ここでは各画像ブ

ロックをさらに 4 つの部分ブロックに分割する。そして 4 つの部分ブロックから輝度

の平均値を算出し、それらは図 2-13 に示すオペレータで畳み込みを行うことで、エッ

ジの大きさを抽出する。 

 

 

図 2-14 画像ブロックとラベル例[28] 
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ここでは各画像ブロックからエッジの強度を算出する方法をより具体的に説明する。

今、各画像ブロックに図 2-14 に示すように 0 から 3 までのラベル付けを行ったとす

る。そして(𝑖𝑖, 𝑗𝑗)番目の画像ブロックの𝑘𝑘(𝑘𝑘 = 0,1,2,3)番目の部分ブロックについて、平

均濃度𝐴𝐴𝑘𝑘(𝑖𝑖, 𝑗𝑗)とすると、各画像ブロックの各エッジの強度は式(2.3)から式(2.7)を用い

ることで算出される。 

 

 
(2.3) 

 

(2.4) 

 
(2.5) 

 
(2.6) 

 
(2.7) 

 
そして算出された 5 つの種類のエッジの強度について、それらの最大値が閾値を超

える場合には、その画像ブロックがそのエッジを持つと判断する。この検出したエッ

ジを用いて各画像に対してヒストグラムを作成する。異なる画像間の類似度を計算す

る場合には、そのヒストグラムの差分から類似度を定量化する。 

2.3 既存研究 

本研究では史料情報をセマンティック・ウェブ技術によって管理し、歴史研究を支

援するシステムを開発することが目的である。本節ではセマンティック・ウェブ技術

を文献調査に応用した研究、また歴史研究の支援を目的とした研究について述べる。

さらに開発するシステムの基盤として利用した、メタデータの自動付与機能を提供す

る文書自動分類システム「KASHIWADE」について述べる。 
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2.3.1 セマンティック・ウェブ技術を応用した研究 

J. Gonzalez ら[30]はセマンティック・ウェブ技術を用いて絵画や写真といった画像

に半自動的なタグ付けを行うシステムを開発した。彼らは人手によるフリーテキスト

の方法で付与されるタグには誤字脱字や必要情報の欠落が発生し、正確に画像情報を

伝えておらず、結果としてユーザが目的とする画像を得ることができていない点を課

題としている。この課題に対して、タグとして用いられる語の関係をオントロジーに

よって定義し、それを辞書として利用して既存タグの標準化を半自動的に行った。さ

らにそのオントロジーを検索時における辞書としても利用することによって、計算機

による効率的な検索機能を構築した 

P. Castells ら[31]は新聞記事を公開するデジタルアーカイブを対象とし、ウェブ上

にアップロードされる際に付与されるメタデータに表記揺れが生じ、それがアーカイ

ブにおける検索効率の向上を妨げている点を課題としている。彼らは記事の属性（医

療や政治）、記事の種類（見出しやまとめ）、およびキーワードによる 3 つのクラスを

オントロジーによって定義し、それらを既存のアーカイブに応用し、上記の問題の解

決を図っている。本研究においてメタデータを付与する際に生じる表記揺れへの対応

の点で参考とした。 
また C. Costilla ら[32]は複数のアーカイブの統合をし、横断的に資料の検索・閲覧

を可能にする手法を提案している。彼らは個々のアーカイブの情報を Wrapper によっ

て XML 形式に変換し、それをさらにオントロジーによって実装される Mediator に

よって管理することで、異なるアーカイブを統合して検索対象とする枠組みを実現し

た。 

2.3.2 歴史研究支援を目的とした研究 

伊東ら[33]はテキスト形式の史料を対象とした史料研究を支援する研究を行った。

彼らはまず歴史研究に利用される歴史史料の特徴から支援を必要とするポイントを整

理した。具体的には（1）史料が膨大であり、かつ形式が一定でないため、必要とす

る情報の抽出に膨大な時間を要する。さらに（2）抽出された情報から知見を引き出

す際に、一定の基準で整理され、比較する必要があるという点である。よって彼らは

（1）に対して、表現パターンテーブルを辞書として用いることで、間接的な表現で
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記述された史料の抽出を可能にした。（2）については彼らが対象とする史料の特徴上、

時間と場所からなる二次元空間に史料を可視化し、全体を俯瞰できるシステムを開発

している。本研究では画像史料を対象とする点で異なるが、彼らが整理した史料や歴

史研究の特徴はシステムを構築する上で大いに参考となった。 

赤石ら[34]は伊東らが開発したシステムを基盤とし、史料を三次元空間に配置し、

歴史研究における仮説作成や検定を支援する可視化システムを構築した。彼らは二次

元空間地図上に、時間軸を中心とした多次元データを配置した。プロットされるデー

タは史料データの他に、当時の気象チャートや米価に代表される経済の動きといった

データをユーザの選択が可能で、ユーザの様々な切り口に基づいたデータ間の相関に

基づいた比較や、時間的・空間的変化の多角的な解析を可能としている。 

研谷ら[35]は様々な形態・内容の歴史史料を統合的に扱うことを目的とし、歴史上

の事物の関係を記述するためのオントロジーを設計する手法を提案している。またそ

のオントロジーを用いて史料の関連付けを行い、図 2-15 に示す史料間の関係を可視

化した検索システムを開発している。本研究においても、歴史上の事物の関係を記述

するためのメタデータ設計の点で参考とした。 

 

 

図 2-15 「事物つながり検索」における相関図[35] 
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アーカイブ内の画像検索を効率化することを目的とした研究として、小早川ら[5]

の研究がある。彼らは従来の画像に付与されたメタデータに対するテキスト検索の限

界を指摘し、ウェーブレット変換と高次局所自己相関特徴量を用いた画像データ索引

を自動生成する手法を提案した。この手法を国立歴史民俗博物館の民俗学資料カード

の写真 3315 枚に対して適用し、図 2-16 に示すスケッチ画像や輪郭画像、 例示画像

などをクエリとした検索を繰り返して画像を検索できる対話的類似画像検索システム

を開発した。本研究でも画像情報に基づいた類似画像検索の実装において参考とした。 

 

 

図 2-16 スケッチ図からの検索[5] 

 
渡辺ら[36]は従来のデジタルアーカイブは単独の展示施設等の史料のデジタル化と

保管、その単独ユーザによる個別利用を前提にデザインされており、扱われている事
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象をより多面的・総合的に理解するきっかけが生まれにくい点を課題としている。こ

の課題に対して図 2-17 に示すように、長崎原爆資料館の資料を Google Earth 上に

マッピングし、それらの史料に対してユーザがコメントを付与していくシステムを開

発した。その結果当時の被害者によって付与されたコメントによる第三者の理解度の

向上や、異なるユーザの証言の差異などが発見され、事象に対する多面的・総合的な

理解を促す多次元デジタルアーカイブズを構築した。本研究においても複数のユーザ

がコメントを共有することで創発的な学びの場を生み出す環境構築の点で参考とした。 

 

図 2-17 Nagasaki Archive のユーザインタフェース[36] 

2.3.3 文書自動分類システム「KASHIWADE」 

稗方ら[37]は分類対象に依存したテキスト処理以外の共通部分をプラットホームと

して提供する「KASHIWADE」（以下、KASHIWADE）を開発した。その概要を図 2-18

に示す。 
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図 2-18 KASHIWADE システム概要図[37] 

 
このシステムはWebブラウザから使用するWebアプリケーションとして構築され、

リソース登録機能、リソース管理機能、メタデータ管理機能、プラグイン管理機能を

持つ。このシステムの特徴として、システムとは独立に存在するプラグインをシステ

ムが呼び出す点にある。この呼び出された各プラグインに記述されたアルゴリズムに

基づいて、システム内のリソース DB およびメタデータ DB に格納された情報を引数

として新たな情報を抽出し、抽出した結果をメタデータとしてメタデータ DB に登録

することによって、登録された文書等を自動で分類する。次に KASHIWADE が提供

する各機能について説明する。 

2.3.3.1 リソース管理画面 

リソースは文書登録 UI を通じて KASHIWADE に登録される。リソースが持つ情

報はMySQLによって構築されたリソースDBとメタデータDBに保存される。リソー

ス DB にはバイナリデータと URI が保存され、メタデータ DB にはメタデータとして

リソース名やグループ名、URI が保存される。これら DB は URI によって結合され

る。登録されたリソースはリソース管理画面に表示され、メタデータ検索によるリソー

スの絞り込みや、各リソースのダウンロードや更新、削除を行うことができる。 
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2.3.3.2 メタデータ管理機能 

特定のリソースについてのメタデータフィールドとメタデータバリューは、図 2-19

に示すメタデータ管理画面に表示され、メタデータバリューの参照や更新を行うこと

ができる。 

 

図 2-19 メタデータ管理画面[37] 

 

2.3.3.3 メタデータ抽出プラグイン管理機能 

本システムはプラグインを読み込み、実行する機能を備えている。プラグインはシ

ステムに保存されたバイナリデータと、リソースに付与されたメタデータ（フィール

ドとバリューのセット）を読み込み、既存メタデータフィールドのバリューの更新や

新規メタデータの追加を行う。各プラグインはシステム内のプラグイン管理画面に一

覧表示され、選択したメタデータフィールドのバリュー別、リソースの拡張子別にプ

ラグインを実行できる。 
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2.4 本研究の位置づけ 

2.2.1 ではデジタルアーカイブの普及に伴い、従来保存の観点から公開が難しかった

史料へのアクセシビリティが向上し、学術的な発展が期待されている点について述べ

た。一方で既存のデジタルアーカイブの多くは「史料の公開」と「目録に基づいた基

本的な分類」機能の提供に留まっており、閲覧した結果等から得られた知見の蓄積や

再利用、ユーザの目的に基づいた史料の分析を行う環境は整えられていない。 

またデジタルアーカイブを対象とした既存研究においては、オントロジーを用いた

史料の関連付けや画像処理による類似画像検索など、従来の「目録に基づいた分類」

と比べて自由度の高い検索環境の構築を行っている。しかし依然としてそれらの情報

は提供者側の視点での分類であり、各ユーザの知見の蓄積や再利用を行う環境を要し

ていない。 

よって本研究では、ユーザが得た知見を蓄積し、それらの情報を再利用することで

ユーザのニーズにあった分類や比較を可能とする分析環境を構築することで、歴史研

究における既存プロセスを支援することを目的とする。 

この課題に対して、中村[38]はセマンティック・ウェブ技術を活用し、デジタルアー

カイブで公開されている史料やユーザが保有する史料の書誌情報や知見等をメタデー

タによって管理し、知見の蓄積やその再利用を可能とする手法を提案した。またその

手法に基づいた歴史研究を支援するシステムを開発し、ケーススタディを通じて提案

手法の有用性を検証している。しかしこの研究では以下の点が課題として残されてい

る。 

 研究者個人の史料管理を主眼としており、複数研究者が共同で研究を行うため

の環境は整えられていない。 
 人手による史料への書誌情報や知見の蓄積を主眼としており、それらの作業を

行う上での各研究者の労力については考慮されていない。 

 提案手法の有用性を評価する上で、筆者自身によるケーススタディにとどまっ

ており、歴史研究者の利用による評価は行われていない。 

 したがって本研究では上記課題の解決に向けて中村によって提案された手法を拡

張し、開発したシステム上で歴史研究者による利用を通じた提案手法の評価を行う。

ここで述べた各研究の成果と課題点、および本研究の目的を図 2-20 にまとめる。 
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図 2-20 本研究の位置づけ 

 

目的 課題

既存の
デジタル

アーカイブ

・歴史的資料へのアクセスの容易化
・資料の破損、劣化の防止

・「資料の閲覧」と「目録に基づいた分類」の
提供に留まり、史料の分析や再利用を目的
とした研究環境は整えられていない。

関連研究
・オントロジーを利用した関連資料の検索
・画像情報に基づいた類似画像検索
・地図へのマッピングによる可視化

・「目録に基づいた分類」に比べ、高度な検
索を可能としているが、知見の蓄積や再利
用を目的とした環境は整えられていない。

中村に
よる研究

・セマンティック・ウェブ技術を用いた資料情
報の管理手法の提案
・各ユーザによる知見の蓄積や再利用を可
能とするプロトタイプシステムの開発

・実証実験によるシステムの評価
・複数人による情報共有のための枠組み
・人手によるメタデータ付与における負荷

本研究
・実証実験によるシステム検証
・計算機によるメタデータ自動付与環境の構築
・複数研究者による情報共有のためのメタデータ設計および環境の構築
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3.1 はじめに 

本研究では歴史研究のプロセス改善を目的とし、電子化された史料の有効活用を可

能とする研究環境を構築する。したがって本章では、まず歴史研究プロセスとその課

題について整理し、必要な機能や環境などの必要要件の洗い出しを行う。次にこれら

の要件に基づいた新しい歴史研究環境を提案し、最後にその実現に向けたセマン

ティック・ウェブ技術による史料情報の記述手法について述べる。 

3.2 歴史研究プロセスの課題と必要要件の整理 

3.2.1 歴史研究プロセスの課題 

三浦[39]は計算機によって歴史研究を支援するシステムの開発を行った。彼は歴史

学者へのインタビューなどを通じて、歴史研究におけるプロセスを整理し、計算機に

よって支援可能な問題の洗い出しを行っている。そこでは、以下に示す研究プロセス

が一つの典型例だとしている。 
「歴史学では現存する不完全なデータ（史料）を歴史学者の主観を基に分類し、そ

の分類されたデータを時間の流れといった関係から整理し、独自の仮説を構築し、さ

らにそれを裏付けるデータを探して検証を行っていく」 
また彼は史料の特徴と、その特徴によって歴史研究を困難としている点を整理して

いる。具体的には図 3-1 に示すように、「史料収集の困難さ」、「収集した史料から必

要な情報のみを抽出することの困難さ」、「抽出された情報を俯瞰し有用な知見を得る

ことの困難さ」の三点を挙げている。 
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図 3-1 歴史研究プロセスの課題点の整理 

 
ここでは三浦がまとめている史料の収集・整理・分析プロセスにおける各課題点に

ついて述べ、さらに筆者が行った複数の歴史研究者へのヒアリング結果に基づいて、

その具体例を示す。 

「史料収集の困難さ」は史料が各地に分散されていて、一つの事象に関する史料を

一人の研究者が総覧することは容易でないと述べられている。具体的な史料の収集プ

ロセスとしては、史料を保有している文書館や史料館に赴き、必要な史料をデジタル

カメラ等で撮影し、各研究者の PC などの媒体に保存する。またこれらのプロセスは

基本的に歴史研究者が一人で行っていることが確認され、この史料収集プロセスに多

大な時間を要していることが分かった。 

「収集した必要な情報のみを抽出することの困難さ」は、史料が一か所に収集され

た場合においても、その総数は膨大であり、また編集形式が一定でないため、それら

史料群から各研究者の目的に応じて必要な部分のみを抽出するには史料を通読しつつ

内容に基づいた検索を行わなければならないことに起因すると述べている。具体的に

は収集した史料を一つ一つ閲覧し、研究目的に応じた情報を Microsoft Excel 等のツー

ルで管理していることがヒアリングから確認された。 

「抽出された情報を俯瞰し有用な知見を得ることの困難さ」は、多大な労力をかけ

て関心ある情報を抽出した場合においても、それを俯瞰することができなければ一般

幅広い情報源から資料を収集
する。

資料が分散しており、一人の
研究者が総覧することは困難
である。

①資料の収集

不完全な資料に対して研究者
の主観に基づいて分類する。

収集した資料が膨大となり、必
要な情報のみを抽出することは
困難である。

②資料の整理

分類された資料を時系列順等に整
理し、仮説の構築・検証を行う。

資料を俯瞰するためには、情報が
一定の基準で整理されている必要
がある。

③資料の分析

プロセス
課題

凡例
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的知見を引き出すことは困難であることを意味する。抽出した情報を俯瞰するために

は、それらの情報が一定の基準のもとで整理されなければならないと述べている。実

際、各研究者の調査結果は記述形式が定まっておらず、他の研究者が容易に理解でき

る形式で管理されていないことがヒアリングから確認できた。また従来情報の整理に

利用されてきたノートやカード等の紙のメディアでは限られたタイプの情報しか載せ

られず、また史料とは独立に管理されるため、整理された史料数が膨大になると、全

体を俯瞰することが難しくなる点を課題として挙げている。 

3.2.2 課題解決に向けた必要要件の定義 

3.2.1 の各プロセスにおける課題解決に向けた必要要件を定義する。 

3.2.2.1 史料の収集 

史料の収集プロセスに関して、デジタルアーカイブで公開されている史料の活用を

考える。デジタルアーカイブはインターネットを利用することで、時間的・空間的制

約を受けずに史料にアクセスすることが可能である。しかし 2.4 で述べたように各デ

ジタルアーカイブは史料の閲覧機能のみを提供しており、それら史料を研究者の目的

に応じて分類する等の環境は整えられていない。よってクラウド上に各研究者が史料

や調査結果を蓄積することが可能な環境を構築し、デジタルアーカイブで公開されて

いる史料のURLを参照することで、各研究者のリポジトリに史料を収集可能とする。

これにより、デジタルアーカイブで公開されている幅広い史料を分析対象とすること

ができる。一方、研究者が必要とする史料がすべてデジタルアーカイブ上で公開され

ているとは限らない。したがってこれまで歴史研究者が行ってきたように、紙媒体の

史料も収集する必要がある。この点については複数の研究者がクラウド上に構築され

たリポジトリを共有し、複数の研究者が共同で史料を収集し、撮影された画像史料等

を登録する。これにより各研究者は他の研究者が収集した史料等を分析対象とするこ

とが可能となり、膨大な史料を収集する際の各研究者の労力の軽減や幅広い対象から

の史料収集が期待できる。 

3.2.2.2 史料の整理 

史料の整理プロセスについても複数研究者が共同で史料の整理を行う環境が必要で

ある。この結果、複数研究者で史料内容を確認するプロセスを分担することができる。
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このプロセスの分担では、予め複数研究者で抽出する情報を共有しておく必要がある。

また歴史研究者へのヒアリングの結果、歴史研究においては各研究者が得た知見は研

究の独自性につながるという観点から共有する情報の取捨、および公開範囲を制限す

ることが必要であることを確認した。さらに他の研究者が蓄積した情報はその信憑性

等から誰による情報なのかといった情報の出所を明示化する必要があることも確認で

きた。よって複数研究者による情報共有を行う環境の構築には、これらの点を考慮し

た史料管理手法が必要となる。加えて人手による史料の整理には限界があるため、電

子化された史料の利点を活用し、画像処理やテキストマイニングといった計算機によ

る情報の抽出を可能とする環境も必要である。これにより人手による整理の労力軽減

や、人手では気づかなかった新たな発見を支援することが期待される。 

3.2.2.3 史料の分析 

史料の分析プロセスでは史料を俯瞰するために、情報が一定の基準で整理され、そ

れらが再利用可能な形であることが必要である。事実、歴史研究者へのヒアリングか

ら、多くの歴史研究者が史料と調査結果といった情報を別の場所で管理していること

が確認されている。よって史料とその調査結果等が紐づけられ、相互に利用可能な管

理手法が必要となる。さらに蓄積された史料が膨大となった際には、人手による俯瞰

的な分析には限界がある。したがって蓄積された調査結果に対する計算機を利用した

分析を可能とする環境も必要となる。この結果研究者に新たな視点を与え、研究にお

ける仮説の立案や検証の支援を行うことが期待される。 

3.2.2.4 歴史研究のプロセス改善に向けた必要要件の定義 

これらの考察から既存の課題を解決し、歴史研究プロセスを改善するため、本研究

では以下に示す環境や機能を必要要件として定義する。 

 複数研究者による史料の収集や整理、分析を可能とする環境 
 史料整理や分析時に計算機による処理が可能な環境 

 史料と調査結果が紐づけられた形での史料情報の記述手法 

 複数研究者によって蓄積された情報の公開範囲の設定や出所の明示化を可能と

する史料管理手法 
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3.3 提案する歴史研究環境 

3.2 で挙げた必要要件の実現に向けて、本研究では図 3-2 に示す歴史研究環境を提

案する。提案する研究環境はクラウド上に史料やその調査結果を蓄積する DB を構築

する。そしてこの DB を歴史研究者やアーキビスト、情報技術者といった複数研究者

で共有することで、複数研究者による情報の収集、整理、分析が可能となり、協調的

な研究環境を構築する。なおアーキビストとは新たに入手した収集物に対して、史料

の年代の特定や説明書きの追加を行うことで、史料に書誌情報を付与する業務を担う

人物である。デジタルアーカイブ等で公開される史料は彼らが付与する情報に基づい

て検索されるため、彼らの業務を支援することも歴史研究プロセスの改善に必要であ

る。 

 

 

図 3-2 提案する歴史研究環境 

 
収集プロセスでは、研究者が PC 等で管理している史料やデジタルアーカイブで公

開されている史料をクラウド上に構築された DB に登録する形で行う。整理プロセス

ファイル
DB

メタデータ
DB

メタデータ
DB

アジア歴史
資料センター

平賀譲
デジタルアーカイブ インターネット

システム

アーキビスト

メタデータ
DB

グループ
研究

アーカイブ史料
の登録

書誌情報の蓄積

プラグイン

①史料の収集 ②史料の整理

③史料の分析

ファイル登録

プラグイン

歴史研究者

情報技術者

調査結果
の蓄積

メタデータ
の共有

量的な分析

39 

 



 
 

 
提案手法 

では、収集した史料から得た調査結果を研究者が蓄積する他、画像処理技術等を用い

て機械的に情報を抽出する。分析プロセスでは、DB に登録された書誌情報や調査結

果を利用することで、研究目的に応じた史料の分類や比較を行う。 
DB に蓄積される史料はセマンティック・ウェブ技術によって管理することで、調

査結果をメタデータとして史料に付与し、史料と史料情報が紐づけられた形での管理

が可能となる。これにより調査結果はメタデータフィールドとバリューのペアとして

記述されるため、情報の記述形式の統一化が実現できる。さらに蓄積された調査結果

等の公開範囲や登録者に関する情報についてもメタデータとして記述することで、調

査結果を複数研究者で共有する際の情報の明示化が可能となる。これらの実現手法の

詳細については次節 3.4 で述べる。 

またプラグイン形式で史料情報を機械的に抽出可能な環境を構築することで、メタ

データとして蓄積された調査結果等の定量的な分析を可能とし、蓄積された史料の傾

向や特徴の抽出といった俯瞰的な分析を支援する。 
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3.4 セマンティック・ウェブ技術を用いた史料管理手法 

セマンティック・ウェブとは 2.2.2 で説明したように、Web ページに記述された内

容について、それが何を意味するかを表すメタデータを一定の規則に従って付与し、

情報を構造化する構想である。この技術を応用し、歴史研究者が史料分析から得た知

見を史料のメタデータとして付与することで、それらの情報が構造化され、統一した

記述形式による調査結果の管理や利用が可能となる。さらにそれらの情報の公開範囲

や付与した人物の情報をメタデータとして明示化することによって、複数研究者間で

の情報共有に必要な要件を実現する。さらにオントロジーを用いて各研究者の暗黙知

を体系化することによって、他の研究者との知識共有や計算機による自律的な理解を

可能とする。セマンティック・ウェブ技術を用いた史料管理手法の例を図 3-3 に示す。 

 

 

図 3-3 セマンティック・ウェブ技術を用いた史料管理手法例 

 
各史料は URI によって識別される RDF モデルによって記述され、そのメタデータとして

書誌情報や調査結果を管理する。さらに各メタデータの公開範囲や編集権限、登録者や

更新者といった情報を記述するために、ブランクノードを導入した記述手法を提案する。例

リソースA

グループ

公開範囲
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コメント
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調査結果
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個人/グループ/公開

中村
登録者

2013/
12/10更新日

コメント

概念 C

トピック 下位概念

同義語

リソースB
関連

ブランク
ノード

知見

内容

個人 個人

編集権限

2013/
12/6

登録日

田中

登録者

URI

公開範囲
公開範囲

上位概念 E

同義語 D

凡例

リソース
リテラル
述語

オントロジー電子史料
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えばメタデータの公開範囲を個人、グループ、全体から選択することで、史料に付与された

各メタデータについて他の研究者による閲覧範囲を制限できる。またメタデータの更新日や

更新者情報を付与することで、それがいつ誰によって更新されたのか等の情報を明示化す

る。これを実現するためのメタデータフィールドの設計については 3.4.1 で述べる。 

またリソースに関する概念の定義を図中右上に示すようにオントロジーとして定義すること

によって、研究者の暗黙知の体系化や計算機による史料の自律的な関連付け等が可能と

なる。これについては 3.4.2 で詳細を説明する。 

3.4.1 メタデータフィールドの設計 

メタデータを記述するためのメタデータフィールドの設計について述べる。本研究

では史料を管理するためのメタデータと、調査結果等のユーザの知見を記述するため

のメタデータの二種類のメタデータフィールドを定義した。 

3.4.1.1 史料管理のためのメタデータフィールド 

史料を管理するために定義したメタデータフィールドの一覧を表 3-1 に示す。 
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表 3-1 史料管理のためのメタデータフィールド 

 

 
これらのメタデータフィールドの定義について、ウェブや文書の作者、タイトル、

作成日といった書誌的な情報をメタデータとして記述するためのボキャブラリを定め

ている「Dublin Core[40]」を利用した。なお、表中のフィールド ID「e5：URL」は、

ウェブ上で公開されている史料について、RDF 表現において各史料の識別子として与

えられる URI と区別するために使用する。 

加えて、「Dublin Core」では提供されていない語彙を定義するために「kd

（http://kashiwade.org/2012/09/kd#）」という名前空間を独自に定義した。具体的に

は「更新者（kd:modifier）」「リソース ID（kd:resourceId）」「平賀 DA-ID（kd:hiragaId）」

および「サムネイル URI（kd:thumbnailUri）」である。更新者は対象とする史料の

いずかのメタデータを最後に修正したユーザ名を記述する。リソース ID はファイル

DB に登録したファイルとメタデータ DB の URI を紐づけるためのメタデータである。

また平賀 DA-ID は平賀譲デジタルアーカイブで各史料に付与されている ID を示し、

これを参照することでアーカイブ内の史料との紐づけを行う。サムネイル URI は

Microsoft Office や画像ファイルを登録する際、前者では PDF、後者では低解像度の

画像ファイルがそれぞれサムネイル画像としてファイル DB に追加登録され、それら

ID 日本語名 Property

e1 表題 dc:title

e2 ファイル名 dc:source

e3 登録者 dc:publisher

e4 更新者 kd:modifier

e5 URL dc:identifier

e6 拡張子 dcterms:medium

e7 参照権限 dcterms:accessRights

e8 更新日 dcterms:modified

e9 登録日 dcterms:created

e10 リソースID kd:resourceId

e11 平賀DA-ID kd:hiragaId

e12 サムネイルURI kd:thumbnailUri

43 

 



 
 

 
提案手法 

のサムネイル画像と登録した史料との紐づけを行うためのメタデータである。これら

のメタデータは各史料に一つずつ付与されることによって史料を管理する。 

3.4.1.2 ユーザの調査結果等を記述するためのメタデータフィールド 

ユーザの調査結果から得られた知見等を記述するために定義したメタデータフィー

ルドの一覧を表 3-2 に示す。 

 
表 3-2 ユーザの調査結果等を記述するためのメタデータフィールド 

 

 
このメタデータフィールドを定義するにあたり、「Dublin Core[40]」をベースとし

て使用した。これらのメタデータフィールドとしては、「作成日（dc:date）」「キーワー

ド（dc:subject）」および「作成者（dc:creator）」が該当する。またその他のフィール

ドとしては「平賀譲デジタルアーカイブ[10]」で使用されている項目を利用した。具

体的には「図面」や「メモ」等が記述される「文書種類」、アーカイブ史料の目録を記

述する「カード目録」、および戦艦名や論文、報告書といった平賀譲デジタルアーカイ

ブで用いられている分類を記述する「カテゴリ」が該当する。さらに表中のフィール

ド ID「o7：ノート」は各ユーザが調査から得た知見等をメモするための役割を持ち、

登録するメタデータが具体的なフィールドに該当しない場合に一時的に用いるフィー

ルドである。 

ID 日本語名 Property

o1 作成日 dc:date

o2 キーワード dc:subject

o3 作成者 dc:creator

o4 文書種類 kd:type

o5 カード目録 kd:card

o6 カテゴリ kd:category

o7 ノート kd:note

o8 グループ kd:group
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なお本項で定義したユーザの調査結果を記述するためのメタデータフィールドはあ

くまで暫定的なものであり、これらのフィールド以外にも各研究者が自由にフィール

ドを追加できるようにした。これは各研究者の研究目的に応じて分類基準が異なり、

調査結果を記述するための項目は一意に決めることができないためである。一方でメ

タデータフィールドを自由に追加できることによってフィールド数が膨大かつ煩雑と

なる可能性がある。この問題に対しては今後研究者による利用ログなどから共通して

利用されるフィールドを抽出し、歴史研究に必要な一般語彙として定義していくこと

を想定している。 

 
さらにこれらのメタデータについては、複数研究者によるメタデータ管理を行うた

めに表 3-3 に示すメタデータフィールドを定義した。 

表 3-3 複数人によるメタデータ管理を行うためのメタデータフィールド 

 

 
これらは表 3-2 で示したメタデータフィールドの値を記述するためのメタデータ

（メタデータのメタデータ）である。書誌情報や調査結果に登録者や更新者、更新日

等のメタデータをさらに付与することによって、メタデータの編集履歴等を異なる

ユーザ間で確認することができる。表中のフィールド ID「a4：参照権限」について

は、メタデータの公開範囲を「個人」「グループ」「全体」の三種類から選択する。た

ID 日本語名 Property

a1 更新者 kd:modifier

a2 更新日 dcterms:modified

a3 内容 dc:description

a4 参照権限 dcterms:accessRights

a5 編集権限 dcterms:accrualPolicy

a6 登録者 dc:publisher
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とえば史料は他の研究者に公開するが、該当するメタデータは公開したくない場合に

は公開範囲を「個人」として設定する。これは特に歴史研究の場において、得られた

知見を研究の新規性・独自性の確保という目的で他のユーザに公開したくないケース

に対応するためである。またフィールド ID「a5：編集権限」については、他のユー

ザによるメタデータの編集権限を「個人」「グループ」「全体」から選択する。たとえ

ばこの項目を「個人」に設定することによって他のユーザによる上書きを禁止するこ

とができる。逆に信頼度の高いユーザとのグループにおける研究を行っている場合に

は、本項目を「グループ」に設定することで、同一グループのユーザによる更新を許

可し、協調的なメタデータの蓄積が可能となる。 

3.4.2 オントロジーを用いた概念の体系化 

ここでは 2.2.2 で説明した RDF Schema および OWL を利用して、研究対象分野の

概念の体系化を行う。本研究では対象とする概念の同義語および階層概念を RDF に

よって記述する。図 3-4 に RDF/ XML 形式による記述例を示す。 

 

 

図 3-4 同義語及び階層概念の記述例 

 
これは「軍艦長門は暗号名として A123、A124 を持つ」という情報を体系化した例

である。まず RDF リソースとして「長門」を定義し、RDF Schema で定義されてい

る「subClassOf」という対象リソースの上位概念を示すメタデータフィールドを用い

て、「長門」が「戦艦」の下位概念であることを示す。さらに「戦艦」は「軍艦」の下
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位概念であるといった関係を同様に記述することによって、「長門」は「軍艦」の下位

概念であるという関係を計算機が理解可能となる。 

さらに OWL で定義されている「sameAs」という異なるリソースが同義であるこ

とを表現するメタデータフィールドを用いて、「A123」や「A124」といった概念が「長

門」と同義関係にあることを定義する。これにより「A123」は「長門」の暗号名であ

り、実体としては同一であることを計算機に理解させることが可能となる。 
このようにRDF SchemaやOWLを用いて概念間の関係をオントロジーとして体系

化することによって、計算機が自律的に情報の意味を理解することが可能となる。活

用例としては、「長門」という文字列を検索した際、計算機がオントロジーを参照する

ことで自動的に「A123」や「A124」といった文字列を補完し、文字列「A123」等を

メタデータとして含む史料についても抽出することが可能となる。これによりある研

究者がオントロジーとして概念を体系化することで、これらの知識のない他の研究者

も知識を共有することが可能となり、異なる分野の研究者が共同で研究する際の障壁

を低減することができる。 

3.4.3 セマンティック・ウェブ技術による有用性 

従来の史料情報の管理方法とセマンティック・ウェブ技術で記述された史料情報の管

理方法を比較した図を図 3-5 に示す。 

 

 

図 3-5 セマンティック・ウェブ技術で記述された史料情報の有用性 

 
セマンティック・ウェブ技術を用いることによって、史料（ファイル）と調査結果（メ

専門知識
暗黙知

史料 史料

調査結果

書誌情報

体系化

既存手法 提案手法

専門知識書誌情報

調査結果
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タデータ）を紐づけた形での整理が可能となり、従来の史料と調査結果が別リポジト

リで管理されていた問題を解決することができる。また従来の管理方法に起因する史

料と調査結果の各研究者の暗黙知をノード間のリンクの形で体系化することにより、

異なる研究者間の情報共有が可能となる。さらに各研究者の専門知識をオントロジー

によって構造化することで、計算機による自律的な理解を支援することができる。 
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開発した歴史研究支援システム 

4.1 はじめに 

本章では開発した歴史研究支援システムの概要について説明し、その後システムが

提供する各機能について説明する 

4.2 開発したシステムの概要 

開発した歴史研究支援システムの概要図を図 4-1 に示す。 

 

 

図 4-1 システム概要図 
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提案するシステムはウェブ上に構築されるウェブアプリケーションである。システ

ムの実装には Java を使用し、システムは Web ブラウザ Google Chrome 上で動作確

認を行った。 

本システムは DB 構造やプラグインの実行環境に 2.3.3 で説明した文書自動分類シ

ステム「KASHIWADE」を用いている。その上に 3.2 で定義した歴史研究プロセスに

おける「①史料の収集」「②史料の整理」および「③史料の分析」を支援するインタフェー

スを構築した。システムは登録されたユーザ毎の DB を持ち、基本的に各ユーザの

DB を用いて歴史研究を行う。加えて後述する史料やメタデータに関する参照権限に

基づいて、他のユーザの DB へアクセスすることで情報の共有を行う。システム上に

おける歴史研究プロセスは、まず「①史料の収集」機能を用いて、研究者が画像史料

やデジタルアーカイブで公開されている史料をシステムに登録する。その際、各史料

には識別子として URI が割り当てられ、3.4 で示した RDF 構造に従ってメタデータ

DB に登録される。画像史料等のファイルをシステムに登録する場合には、ファイル

はファイル DB に格納され、先に割り振った URI によってメタデータ DB との紐づけ

がなされる。そして登録されたメタデータを利用して、「②史料の整理」「③史料の分

析」を行う。「②史料の整理」機能では、人手によるメタデータの追加や更新、および

プラグインを用いた機械的なメタデータの付与を行うことで、調査結果の蓄積や史料

の分類を行う。「③史料の分析」機能では整理されたメタデータを利用することで、史

料の絞り込みや比較、並び替え等による分析を行う。これらのプロセスがシステム上

で繰り返されることによって、歴史研究が行われる。 
次にシステムが提供する各機能について、「①史料の収集」「②史料の整理」「③史料

の分析」の三つに大別して説明する。 

4.3 史料の収集 

ここでは史料をシステムに登録するための機能について述べる。本機能はデジタル

アーカイブによって公開されている史料を代表とする、安定した URL を持つ史料を

登録する「メタデータ登録機能」、および PC やタブレット端末内に保存された画像史

料等の電子ファイルを登録する「ファイル登録機能」の二つに分けて説明する。 
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4.3.1 メタデータ登録機能 

図 4-2 に示すインタフェースを用いて、デジタルアーカイブで公開されている史料

をシステムに登録する。 

 

 

図 4-2 メタデータ登録 UI 

 
左画面にはメタデータの登録インタフェース、右画面には史料を閲覧するための

Webブラウザを持つ。このインタフェースでは対象とする史料が公開されているURL、

史料名および公開範囲が入力必須項目であり、他のメタデータを追加登録するために

は「項目の追加」ボタンから追加する。URL を入力すると、右画面のブラウザにその

ページ内容が自動的に表示される。図中ではアジア歴史資料センターで公開されてい

る史料の URL を入力することによって、そのページ内容が右画面に表示されている

例を示している。 
メタデータの入力項目の詳細については 4.3.3 において後述する。 
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4.3.2 ファイル登録機能 

図 4-3 に示すインタフェースを用いて、ユーザの PC やタブレット端末内にある電

子史料をシステムに登録する。 

 

 

図 4-3 ファイル登録 UI 

 
本画面では画面上部にメタデータ登録インタフェース、画面下部には登録するファ

イルのリストが表示される。ファイルの登録は図中の「Add files」ボタンをクリック

し、各種端末内のファイルを必要数選択する。選択後には図に示すように各史料のサ

ムネイルが表示され、登録するファイルを確認することができる。なお本システムで

は Microsoft Office や PDF、JPEG や PNG といった各画像形式のイメージファイル

など、あらゆる拡張子のファイルを登録することができる。 

画面上部のメタデータ登録インタフェースで入力されたメタデータは、画面下部に

表示されたファイル群に一括で付与される。したがってグループ等のある分類に基づ

いて選択された史料群をシステムにアップロードする場合には、その分類基準をメタ

データとして複数史料に付与することができる。メタデータの項目の追加は 4.3.1 と

同様に「項目の追加」ボタンから行う。またメタデータの一括登録の他、登録した各
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史料の表題を修正する機能も提供する。 

メタデータの入力項目の詳細については 4.3.3 において後述する。 

4.3.3 メタデータ入力項目の詳細 

4.3.1 のメタデータ登録機能、4.3.2 のファイル登録機能におけるメタデータの入力

項目に関する説明を加える。メタデータ入力時の拡大図を図 4-4 に示す。 

 

 

図 4-4 メタデータ入力項目の詳細 

 
図中の三行目は史料の公開範囲を指定する項目であり、「個人」「グループ」「全体」

の三種類から選択する。これにより他ユーザによる史料の閲覧の可否を設定すること

ができる。四行目以降はユーザが任意に登録するメタデータである。各メタデータは

項目、内容、公開範囲、編集権限の四つの選択・入力項目を持つ。 

項目はシステム内に登録済みのメタデータフィールドからプルダウン形式で選択す
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る。 

内容については書誌情報や得られた知見をテキスト形式で入力する。その際、図 4-4

に示すように選択した項目毎に、システム内に登録済みのメタデータの利用頻度上位

10 件が候補群として表示される。これによりメタデータを入力する労力の軽減や、語

の表記揺れ等を吸収することができる。特にグループ名といった史料の分類を行うた

めのメタデータは複数の史料に対して同一のメタデータが繰り返し付与されることが

多く、本機能がその労力軽減に寄与すると考えられる。 

さらに公開範囲および編集権限については、表 3-3 で示したメタデータの「公開範

囲」「編集権限」を指定する。ここではそれぞれ「個人」「グル―プ」「全体」の三種類

からプルダウン形式で選択する。これにより史料に付与された各メタデータについて

も、その公開範囲や編集権限の設定が可能となる。 

 

4.4 史料の整理 

4.4.1 メタデータ編集機能 

史料の書誌情報の追加や更新、調査から得られた知見の蓄積等は図 4-5 に示すメタ

データ編集画面を用いて行う。 
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図 4-5 メタデータ編集インタフェース 

 
この編集画面では 4.3 で説明した史料収集のためのインタフェースと同様に、史料

が持つメタデータと史料が同画面に表示されるため、史料の閲覧と同時にメタデータ

の編集が可能である。また各メタデータは 4.3.3 で説明した項目を持つ。その際、図

左部の各行の 5 行目に示される更新者という項目ではメタデータを登録したユーザ、

メタデータを修正した最終更新者、およびその日付が表示される。これを参照するこ

とで、メタデータの更新履歴を各ユーザが確認することができる。 

他のユーザが登録した史料を参照する場合には、メタデータの「公開範囲」「編集権

限」の設定によって表示される項目が異なる。まず公開範囲が「個人」、つまり他ユー

ザへの公開を拒否している場合には、本画面にはそのメタデータが表示されない。次

に編集権限が「個人」に設定されている場合、「更新」ボタンが非表示となり、他のユー

ザによるメタデータの上書きを許可しない。これらの機能によって複数研究者でメタ

データを共有する際に必要となるメタデータの公開範囲や信頼性等の管理を行う。 

4.4.2 オントロジーの編集機能 

3.4.2 で説明したオントロジーによる各研究者の専門知識等の構造化は図 4-6 に示
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すオントロジー編集インタフェースを用いて編集を行う。 

 

 

図 4-6 オントロジー編集インタフェース 

 
対象とする概念の上位概念と同義語が、左部では表形式で表示され、右部ではグラ

フ形式で表示される。左部では「項目の追加」ボタンを押下することで、新しい概念

を追加することができる。その際、項目としては「上位概念」または「同義語」から

選択する。さらに 4.4.1 で説明したメタデータ編集機能と同様に、そのメタデータの

公開範囲と編集権限を選択する。右部のグラフではリソースは円で表示され、同義語

は緑色、上位概念は橙色で示される。また「作成者」や「作成年月日」といったリテ

ラルは四角で表示される。さらにグラフ上のリソースについてはクリックすることで、

そのリソースを対象とする概念とした編集インタフェースに遷移することができ、遷

移した先の概念の関係を同様に定義する。 

本インタフェースで編集したオントロジーは検索時の辞書として用いられ、検索画

面で入力した検索語に関連する上位概念または同義語が検索クエリに自動で追加され

ることで、関連資料を含めた検索が可能となる。 
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4.5 史料の分析 

4.4 でメタデータとして整理した史料情報に基づいて史料分析を支援する機能につ

いて、以下のそれぞれの機能について順に説明する。 

 検索結果の表示機能 
 史料の検索機能 

 検索結果の並び替え機能 

 複数史料の比較機能 

4.5.1 検索結果表示機能 

検索結果インタフェースを図 4-7 に示す。 

 

 

図 4-7 検索結果インタフェース 

 
画面左部には検索結果一覧が表形式で表示される。 各行には左から、史料の比較を

行うためのチェックボックス、史料のサムネイル、表題や作成年月日といった主要な

メタデータ、及び検索クエリとして使用したフィールドの内容が表示される。この一
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覧画面を用いることによって、大まかな史料情報を確認することができる。より詳細

な確認を行う場合には、各サムネイル画像をクリックすることによって画面右部に史

料が表示され、拡大・縮小機能によって史料の確認作業を支援する。さらに史料が持

つすべてのメタデータを確認する場合には、各行の右端にある「メタデータ」という

リンクから、以下図 4-8 に示すインタフェースを用いて確認する。 

 

図 4-8 メタデータの確認機能 

4.5.2 検索機能 

検索インタフェースを図 4-9 に示す。 
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図 4-9 検索インタフェース 

 
システム内の史料検索は主にメタデータ検索によって行う。メタデータ検索では史

料の持つメタデータフィールド毎に検索語を入力して検索を行う。ユーザは検索の対

象となるフィールドを一つまたは複数指定し、そこに検索語を入力する。図では「表

題」フィールドに「ワシントン」という文字列を含む史料を検索している例である。

フィールドを複数指定する場合には、図中左下の「項目の追加」ボタンを押下するこ

とで、入力項目を追加することができる。 

その他に史料が持つメタデータに対して全文検索を行う「キ―ワード検索」や、検

索対象とする DB の範囲の指定を行うことができる。検索対象範囲は公開範囲が「全

体」である史料、「グループ」である史料、「個人」である史料の三通りから選択でき

る。 

4.5.3 史料の並び替え機能 

検索結果画面に表示される各メタデータフィールドには並び替えのためのリンクが
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あり、各リンクをクリックすることによって表題や作成年月日などのフィールド別に

昇順・降順に並び替えることができる。この並び替え機能によって、史料の分類や様々

な角度からの分析を支援する。特に史料を作成年月日で降順、または昇順に並び替え

ることによって、史料の時系列に沿った分析を行うことができる。 

 

 

図 4-10 史料の並び替え機能の例 

4.5.4 史料の比較機能 

さらに一覧画面の各検索結果にはチェックボックスが用意されており、比較機能を

用いることでチェックされた史料を図 4-11 に示す同一画面で史料の比較を行うこと

ができる。この機能を並び替え機能と組み合わせることによって、史料における時系

列の変化の比較等を容易に行うことが可能となる。 

 

時系列順
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図 4-11 史料の比較機能 

4.6 プラグインによるメタデータの分析機能 

本システムは KASHIWADE 上に構築されているため、KASHIWADE のプラグイ

ン機能を用いて、登録されたリソースやメタデータに対して機械的にメタデータを付

与することができる。プラグインの実行環境の概要を図 4-12 に示す。 
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図 4-12 プラグインの実行環境 

 
プラグインはサーバ上のシステムとは異なるリポジトリで管理され、システムは指

定したプラグインを呼び出す形で実行する。各プラグインはシステムに登録されたリ

ソース（バイナリファイル）やメタデータ（文字列）を引数とし、新たに抽出したメ

タデータの付与や外部ファイルへの出力を行う。プラグインはシステムから独立して

いるため、システムを改変することなく、目的に応じて自由に追加や修正することが

可能である。システムからプラグインを呼び出すインタフェースを図 4-13 に示す。 

 

 

図 4-13 プラグインの実行インタフェース 

RDB RDF

ファイルDB メタデータDB

URI

書誌情報

調査結果

リソースIDバイナリ
データ

システム

外部リポジトリ

プラグイン
(jar files)

出力

入力
出力

外部
ファイル

入力

新たな
メタデータ
を付与

研究者の
目的応じた
分析結果の出力
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本インタフェースは 4.4.1 で説明したメタデータ編集インタフェースから呼び出す

ことができ、対象とする史料情報を引数として実行する。図中の各プラグインを選択

して実行することによって、プラグイン内に記述されたアルゴリズムに基づいて新た

なメタデータの自動付与等を行う。 

新たにメタデータを付与する例として、画像から文字列を抽出する文字認識プラグ

インを開発・実行する際には、システムに登録された画像資料のバイナリデータを引

数として、プラグイン内のアルゴリズムにしたがって文字列を抽出し、その文字列を

新たにその画像のメタデータとしてシステムに登録できる。またリソースだけではな

くメタデータを引数としてプラグインを実行できる。たとえば先の例で各画像から抽

出した文字列を格納したメタデータを引数とし、それらに形態素解析を行うプラグイ

ンを実行することで、画像中の形態素の出現頻度情報を新たにメタデータとしてシス

テム内に蓄積できる。さらにこの処理を複数画像に行い、機械的に付与した形態素の

頻度情報を複数画像間で比較することによって、画像のテキスト情報に基づいた類似

画像情報等を新たに抽出することができる。このようにシステム内に蓄積されたメタ

データを再利用するプラグイン機能を用いることによって機械的にメタデータを付与

することが可能となる。機械的に付与されたメタデータの正当性については最終的に

ユーザによる確認作業が必要ではあるが、人手で新たにメタデータを付与する作業と

比較した場合、その労力の軽減が期待できる。 
また外部ファイルへの出力としては、システム内の蓄積されたメタデータに対して

プラグインを実行し、量的な分析結果を出力する例が考えられる。表 4-1 にシステム

内の蓄積されたメタデータを Microsoft Excel 形式で出力した例を示す。 
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表 4-1 システムに蓄積されたメタデータの Microsoft Excel 出力例 

 

 
図中の一行目はメタデータフィールドであり、第一列目はシステム内の各資料に割

り当てられた IDである。このように各史料に対してメタデータフィールドとメタデー

タバリューのペアによって史料情報や研究者による調査結果が記述されるため、一定

の記述形式が一定の基準を満たしながらシステム内に蓄積される。このため、メタデー

タフィールド別のメタデータバリューの出現頻度やある基準（文字列に形態素解析を

適用後の特徴ベクトルなど）における史料間の類似度等を算出するプラグイン等を個

別に開発することによって、研究者の視点に立った分析を機械的に行うことが可能と

なる。本機能については第 6 章の実験において具体的に述べる。 

 

リソース
ID

送付先
指示

登録者 更新日時 グループ 閲覧者 送信者 更新者 表題 ノート 登録日 作成日
送付先
指示
筆跡

126

総陸海
参軍老
伊、筆
跡S

yoshida 20131204

列国ノ
態度及
政況／
米国第
一巻

小川、
幣原、
埴原、
武者小
路

yoshida
パリ講
856号

隅に謎
文字

2013120419190505

127
総陸海
参軍老
伊

yoshida 20131205

列国ノ
態度及
政況／
米国第
一巻

澤田、
幣原、
埴原、
武者小
路

松井大
使

yoshida
パリ講
1015号

2013120419190516
筆跡
S

128
総陸海
参軍老
伊

yoshida 20131205

列国ノ
態度及
政況／
米国第
一巻

澤田、
幣原、
埴原

石井大
使

yoshida
ワシント
ン370号

2013120519190521
筆跡
S

129

総陸海
参軍老
伊、筆
跡S

yoshida 20131205

列国ノ
態度及
政況／
米国第
一巻

澤田、
幣原、
埴原、
武者小
路

石井大
使

yoshida
ワシント
ン386号

2013120519190525
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ケーススタディ：長門型戦艦の設計履歴分析 

5.1 はじめに 

本ケーススタディでは既存の歴史研究事例を開発したシステム上で行い、提案手法

および開発したシステムの検証を行う。既存の歴史研究事例として、中村[38]が対象

とした長門型戦艦の設計履歴分析におけるケーススタディを対象とする。特にセマン

ティック・ウェブ技術を用いた史料情報の記述手法、メタデータに基づいた史料の分

類や比較機能、プラグインを用いた計算機によるメタデータの自動付与機能の有用性

ついて検証する。 
なお本ケーススタディの実施者は筆者一名である。 

5.2 ケーススタディ内容 

本ケーススタディは、書籍「八八艦隊計画」[13]で紹介されている研究を参考とし

た。八八艦隊計画の戦艦を担った軍艦である、長門型戦艦「長門」（以下、長門）と加

賀型戦艦「加賀」（以下、加賀）について、両者間の煙突本数の減少に関する原因追究

を行っている。両戦艦は同系統かつ近い時期に作成されたにも関わらず、図 5-1 に見

るように煙突本数が前者は二本であるのに対して、後者は一本であり、この原因が長

い間明確でなかった。書籍ではこの原因を搭載汽缶数の減少としており、当時期に搭

載されていた汽缶である「ロ号艦本式缶」の技術革新が起こり、一汽缶当りの容量が

増加したことがその原因であると記述されている。実際、この研究においては平賀譲

デジタルアーカイブで公開されている史料が多く用いられている。よって本ケースス

タディでは、この原因追究に関するシナリオを本システム上で再現し、煙突本数の減

少に関する報告書を見つけることを目的とする。 

 

67 

 



 
 

 
ケーススタディ：長門型戦艦の設計履歴分析 

 

 

 

図 5-1 戦艦「長門」[41]（上）と「加賀」[42]（下） 

68 

 



 
 

 
ケーススタディ：長門型戦艦の設計履歴分析 

5.3 分析対象史料 

本ケーススタディで対象とする史料は平賀譲デジタルアーカイブで公開されている

史料 30,058 件を対象とする。これらの各画像史料に平賀譲デジタルアーカイブで付

与されている書誌情報を付与する。この書誌情報を表 5-1 に示す。 

 
表 5-1 平賀譲デジタルアーカイブで使用されている書誌情報例 

 

 
平賀譲デジタルアーカイブでは表題、文書種類、文書記述形式、作成年月日といっ

た項目別に、その値について研究者がわかる範囲で整理されている。この書誌情報を

用いた各史料に関する RDF の記述例を図 5-2 に示す。 

標題 文書種類 文書記述形式 枚数 年月日（新） 備考 ID カテゴリ
製艦費ノ減少ニ就テ 意見書 海軍罫紙タイプ印刷 29 1929/2/28 10010101 E0100
なし 人名一覧 万国工業会議用箋タイプ 1 10020101 H0101
昭和四年十月廿三日　万国工業会
議会議委員長　稲田三之助　平賀譲
殿 平賀宛書簡 万国工業会議用箋ペン書き 2 1929/10/23 10020201 H0101
EXTRA EDITION OF OFFICIAL
BULLETIN THE WORLD
ENGINEERING CONGRESS TOKYO
1929

万国工業会告
示 英文印刷物 1 1929/10/31 10020301 H0101

昭和四年十月廿七日　万国工業会
議会議委員長　稲田三之助　平賀譲
殿 平賀宛書簡 万国工業会議用箋タイプ 2 10020401 H0101
部会理事（日本人） 理事一覧表 タイプ（ペン書き記入有り） 1 10020501 H0101
昭和三年八月　日　俵万国工業会議
論文委員長殿　論文委員　近藤基
樹・末廣恭二・山内不二雄・平賀譲

平賀（等）発書
簡 タイプ 1 1928/8/1 1928/8 10020601 H0101
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図 5-2 平賀譲デジタルアーカイブ史料の RDF 記述例 
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5.4 ケーススタディにおける前処理 

5.4.1 オントロジーの追加 

本ケーススタディを行うにあたり、4.4.2 で説明したオントロジー編集インタフェー

スを用いて、長門に関する同義語等をオントロジーに追加する。長門型戦艦は表 5-2

に示すように「A112」や「A115」といった暗号名を持ち、平賀譲デジタルアーカイ

ブでもこれらの表記が長門に関する史料において多く用いられている。したがってこ

れらの暗号名に加えて英語表記である「NAGATO」を「長門」の同義語としてオント

ロジーに記述する。 

 
表 5-2 長門型戦艦の暗号名一覧[43] 

 

 

5.4.2 局所エッジヒストグラムを用いたインデックスの作成 

本ケーススタディでは 2.2.3.5 で説明した局所エッジヒストグラムを用いて、対象

とする画像に類似する画像を機械的に抽出し、それを史料の整理プロセスにおいて利

用する。したがって本ケーススタディでは各画像から局所エッジヒストグラムを作成

し、それをインデックスとして格納するプラグインを実装した。この実装には画像処

常備 速力 出力
垂間長ft

×
缶室区画

数
主砲 バー 水線 甲板 水中

排水量 kt shp 水線幅ft Mix／Oil 口径× ベット 装甲 防御 縦隔壁
T 門数 in in in in

A112
長門型
A115 34,700 30 113,000 735×97 同上 同上 9（傾斜） 同上 同上
A116 36,700 同上 120,000 同上 同上
A117 37,100 32 145,000 780×97 同上
A118 39,400 同上 150,000 800×97 同上
A119 38,400 30 120,000 790×97 41cm×10
A120 40,400 同上 124,000 800×97 同上
A121 40,600 32 150,000 830×97 同上
A122 43,500 同上 157,000 875×97 同上
A123 36,600 27 90,000 700×97 同上
A124 37,200 同上 91,000 700×100 同上 12 12 3 3
A124' 38,800 同上 94,000 730×100 同上
A125
陸奥変体
A126 39,300 同上 88,000 700×100 同上 同上 同上 10（傾斜） 2002/3/4 同上

3 3

同上（煙路防御強化）

同上（煙路防御強化）

33,800 2026/1/2 80,000
660-1/2
×102

M×1+O
×3

同上 12 12（傾斜）

同上
同上（煙路防御強化）

同上
同上（煙路防御強化）

同上
同上（煙路防御強化）

41cm×8 12 12 3 3

同上（煙路防御強化）

Items

33,800 2026/1/2 80,000
660-1/2

×95
M×1+O

×3
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理ライブラリの一つである Lire[44]を利用した。このプラグインを利用し、システム

内に登録された 30,058 件の史料から局所エッジヒストグラムに関するインデックス

を予め構築する。この流れを図 5-3 に示す。 

 

 

図 5-3 局所エッジヒストグラムを用いたインデックスの作成 

 
図中の黄色で示されたプラグインがインデックスを作成するプラグインに該当する。

この前処理で作成されたインデックスに対して、各画像情報の局所エッジヒストグラ

ムに基づいて画像間の類似度を算出するプラグイン（図中橙色）を実行することによっ

て、類似画像に関するメタデータを各画像に自動的に付与する。 

5.5 ケーススタディの流れ 

ケーススタディの流れを図 6-3 に示す。本ケーススタディは 3.2 で示した歴史研究

プロセスに準ずる形で行う。 

 

RDB

ファイルDB

システム

外部
リポジトリ Index

RDF

メタデータDB

バイナリ
データ

リソースID

画像間の
類似度

頻
度

局所エッジヒストグラム
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ケーススタディ：長門型戦艦の設計履歴分析 

 

図 5-4 ケーススタディの流れ 

 
【1】 まず長門および加賀に関する史料を検索する。なお注意点として、これま

で「史料の収集」は史料をシステム内に登録するプロセスとしていたが、

本ケーススタディでは平賀譲デジタルアーカイブで公開されている史料が

システムに登録済みであるため、それら史料群から分析対象とする史料を

検索する行為とする。 

【2】 次にそれら史料に煙突本数に関するメタデータを付与し、史料の整理を行

う。具体的には煙突が読み取れる図面史料を選択し、それらに煙突に関す

る情報をメタデータとして付与する。 

【3】 前プロセスで付与したメタデータに基づいて分類した史料を時系列に並び

替える。そして図面上の煙突本数の変移を追うことで、煙突本数の減少が

生じた年代を特定する。 

【4】 その特定した年代前後に煙突本数の変化の原因について記述した報告書等

が作成されているという仮説のもと、特定した年代を検索クエリに追加し、

再度検索を行う。このように対象とする史料を絞り込んだ上で、煙突本数

減少の原因である搭載汽缶数について記述した報告書を得ることが本ケー

ススタディの目的となる。 

【1】対象戦艦（長門、加賀）に
関する史料を検索する。
【4】特定した年代を用いて史

料を絞り込み、目的とする史
料を得る。

①資料の収集

【2】収集した史料から図面史料

を選択し、図面上から読み取れ
る煙突に関する情報をメタデー
タとして付与する。

②資料の整理

【3】煙突本数に関するメタデータに

基づいて史料を分類し時系列に並
び替えることで、図面上の煙突本数
の変化を追い、煙突本数が減少し
た年代を特定する。

③資料の分析
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5.6 史料の収集 

長門の同義語を追加したオントロジーを用いて、分析対象とする史料群を網羅的に

取得する。具体的には全文検索を用いて、いずれかのメタデータフィールドに文字列

「長門」、および長門の同義語を含む史料を取得する。結果として 707 件の検索結果

を得た。 

5.7 史料の整理 

得られた史料群から各史料を閲覧し、史料内容を確認する。その際、煙突本数を読

み取れることができる図面史料である場合は、図 5-5 に示すようにメタデータ編集イ

ンタフェースを用いて、「ノート」フィールドに「煙突本数○○本」等の形で煙突本数

に関する調査結果をメタデータとして蓄積する。 

 

 

図 5-5 煙突本数に関する調査結果の蓄積例 

 
中村[38]が開発したシステムでのケーススタディでは他の図面史料を収集する場合、

一度検索結果画面に戻り、他の各史料についてその内容をそれぞれ確認する必要が

あった。一方、本論文ではプラグイン機能を用いて、画像情報を機械的に処理するこ
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とで図面史料の収集プロセスを省力化する。具体的にはある図面史料を発見した際、

その図面に対して局所エッジヒストグラムに基づいた類似画像を抽出するプラグイン

を実行する。このプラグインは対象とする画像から局所エッジヒストグラムを抽出し、

5.4.2 で作成したインデックスに対して類似度を算出し、その上位 10 件の史料 ID を

メタデータとして付与する。このメタデータを利用することで、図 5-6 に示すように

対象史料に関する類似画像がメタデータ編集画面に表示される。ここに表示された史

料群から優先的に検索していくことで、目的とする長門の図面史料の収集を行う。こ

の類似画像検索を用いることで、対象史料群中のすべての図面史料を収集することは

できないが、目的とする図面史料には共通して、「カード目録」フィールドに「〔長門

改造前後の八八計画（A115～127）資料〕」というメタデータが付与されていることを

発見し、これらのメタデータをクエリに追加することで、効率的に図面史料を収集す

ることができた。 
結果として、14 件の図面史料に対して煙突本数に関する情報をメタデータとして付

与した。 

 

 

図 5-6 形状に関する類似画像の表示例 
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5.8 史料の分析 

ここでは図面上の煙突本数の変化を確認するために、まずノートフィールドに文字

列「煙突」を含む史料をメタデータ検索することによって、前プロセスで整理した 14

件の図面史料を取得する。次に煙突本数の時系列に基づいた変化を確認するために、

得られた史料群を「作成年月日」フィールドに関して昇順に並び替える。並び替えた

後の検索結果画面を図 5-7 に示す。 

 

 

図 5-7 史料群を時系列に並び替えた検索結果画面 

 
並び替えられた史料群について、付与された煙突本数に関する記述を各史料につい

て確認した結果、1917 年 1 月 11 日に作成された「”A124” BATTLE SHIP」という史

料より以前に作成された図面史料では二本の煙突が記述されているのに対し、1918

年 2 月 26 日に作成された「”A126” BATTLE SHIP」という史料より以降に作成され

た史料では一本の煙突が記述されていた。これらの史料を比較機能によって同一画面

に表示した結果を図 5-8 に示す。 
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ケーススタディ：長門型戦艦の設計履歴分析 

 

図 5-8 比較機能を用いた煙突本数の比較結果 

 
この分析結果から 1917 年に図面上で煙突本数が二本から一本に減少したことが確

認された。この発見に基づいて、特定した年代付近に煙突本数の減少に関する理由を

記述した報告書の存在を仮定する。 

5.9 分析結果を利用した史料の再検索 

ここでは特定した年代を検索クエリに追加することで、分析対象とする史料の絞り

込みを行う。具体的には特定した年代「1917 年」について、その前後 5 年を含めた

「1912 年から 1922 年」に作成された長門に関する史料を検索する。具体的には、メ

タデータフィールドに文字列「長門」を含む全文検索の条件に、「作成年月日」フィー

ルドの値が「19120101」以上、かつ「19221231」以下であるという条件を加えた検

索を行う。 

この結果 105 件の史料に絞り込むことができ、これらの史料内容をそれぞれ確認す

ることで、1920 年 9 月 25 日に作成された報告書「軍艦長門（8/10 予行）運転成績摘

要」に、搭載汽缶数に関して専焼缶 15 缶、および混焼缶 6 缶の計 21 缶であると記述

されていることが確認できた。この報告書を図 5-9 に示す。 
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図 5-9 長門の搭載汽缶数に関する報告書 

5.10 ケーススタディ結果 

長門に関して行った分析プロセスを加賀についても同様に適用する。その結果、「戦

艦加賀・土佐 要目一覧」という報告書から、専焼缶 8 缶、および混焼缶 4 缶の計 12
缶の汽缶が搭載されていたことが確認できた。この報告書を図 5-10 に示す。 
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図 5-10 加賀の搭載汽缶数に関する報告書 

 
これらの分析結果から、ケーススタディの目的であった長門・加賀の両戦艦の間で

搭載汽缶数が 21 缶から 12 缶に減少していることを、平賀譲デジタルアーカイブで公

開されている史料から確認することができた。 

5.11 ケーススタディのまとめ 

本ケーススタディでは既存の歴史研究事例を開発したシステム上で行い、提案手法

および開発したシステムの検証を行った。史料の収集プロセスでは研究者が持つ暗黙

知をオントロジーとして定義することで、計算機による網羅的な史料の検索が可能と

なった。また煙突本数に関する調査結果を史料のメタデータとして付与することに

よって、研究者の目的に応じた分類や比較といった分析が可能となった。具体的には

煙突本数に関するメタデータに基づいた検索を行うことで、煙突本数が記述された図

面史料に分類し、それらを並び替え機能や比較機能を用いて分析した結果、煙突本数

が減少した年代を特定した。この特定した年代に基づいて史料の絞り込みを行うこと

で、対象とする戦艦の搭載汽缶数に関する報告書を容易に得ることができ、それらを

対象戦艦間で比較した結果、搭載汽缶数が減少しているという既存の研究事例と同じ
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発見をすることができた。 

さらに図面史料を収集する際に計算機によるメタデータの自動付与を行うことに

よって、画像（エッジ）情報に基づいた図面史料を自動的に抽出することが可能となっ

た。 
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実験：外務省来電の送付先決定過程分析 

6.1 はじめに 

第 5 章では筆者個人が既存の歴史研究をシステム上で再現することによって、提案

手法の評価を行った。本実験では開発したシステム上で歴史研究者が研究を行うこと

で、歴史研究者による実利用に基づいた提案手法および開発したシステムの評価を目

的とする。さらに史料の収集・整理・分析の各プロセスを複数研究者で分担・共有す

ることで、本研究で提案する複数研究者による歴史研究手法の評価を行う。 

なお、本実験は東京大学人文社会系研究科日本文化研究専攻の修士課程の学生一名

（以下、研究者 X）、著者（技術者 Y）、および史料収集を補助する研究室学生二名の

計四名で行った。 

6.2 実験内容 

本実験では第一次世界大戦後の在外公館からの来電に関する送付決定過程の分析を

行う。外務省における来電の処理過程を図 6-1 に示す。 

 

 

図 6-1 外務省における来電の処理過程 

 
来電は在外公館が緊急性を要する報告を行う際に送付される外交文書である。外務

省は受領した来電をまず省内で回覧する。回覧時の基本的なプロセスは「電信課長→

（大臣→）次官→主管局課長→電信課→文書課記録係」となる。省内での回覧後に総

総理大臣

陸軍

海軍

外務省
在外
公館 来電

①緊急性の
ある報告 ②省内で回覧

電信課長、大臣、次官、
局課長、担当官、文書
課記録係・etc…

・
・
・

③送付先
の決定
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理大臣や陸軍、海軍等の他機関へ送付する。この他機関への送付先は外務省に決定権

があり、情報を誰に公開するかを決定できる点で、他機関に対して優位性を持ってい

た。しかし省内でこれを決定する権限を有していた人物、つまり来電の送付先を決定

した人物は明確になっていない。当時の外務省と他機関の関係性を分析する際には、

来電の送付先の傾向等は重要な要素となり、特に来電の送付先を決定していた人物情

報は特に重要である。 
この送付先決定者の特定を目的として、研究者 X は送付先を指示している筆跡に基づ

いた分析を行った。その結果、埴原正直（以下、埴原）が外務次官に就任する 1919 年 9 月

以前では、雑纂中の来電には電信課長・外務次官・主管局課長の私印、花押が確認でき、

送付先指示の筆跡が次官の交代と共に変化していることが確認された。これにより、首相や

軍部への送付判断は外務次官によって行われていたという仮説を立案している。一方、

1919年9月以降の埴原次官時代では来電の送付先が複数の筆跡によって記述されている

ことを確認した。当該期間は外務次官が埴原から変化していないことを考慮すると、外務次

官以外の人物が送付先を指示していることを意味する。また同時期に送付先に訂正線が

記述されている来電や異なる筆跡で新たな送付先が追記されている来電の存在も確認さ

れた。これらの発見から埴原次官時代では従来の外務次官が送付先を決定する処理過程

に変化が生じていることが示唆された。 

しかしこの先行研究では 50 件弱の来電の分析に留まり、誰が送付先を指示または訂正

したのかといった具体的な人物特定には至らず、これ以上の議論が進められていない。

よって本実験では来電に対して閲覧者や筆跡に関する情報をメタデータとして整理し、そ

れらを用いて史料の分類・比較といった量的な分析を複数研究者で行うことで、これらの人

物を特定することを目的とする。さらに特定した人物に基づき、当時の来電の送付先の決

定がどのような過程で行われていたかを明らかにすることを目的とする。 

6.3 分析対象史料 

分析対象とする史料は先行研究によって来電送付の処理過程が変化したことが示唆

された埴原次官時代、1919 年（大正 8）年 9 月から 1922 年（大正 11 年）前後の来

電とした。 具体的な来電の例を図 6-2 に示す。 
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実験：外務省来電の送付先決定過程分析 

 

図 6-2 分析対象とする来電の例 

 
分析対象とする来電には、史料名と作成年月日の他、史料上部にはその来電を閲覧し

た人物のサイン、史料左部にはその来電の送付先が記述されている。よってこの送付先の

筆跡に基づいて送付先を指示した人物を特定する。また分析に用いた簿冊名および史料

数を表 6-1 に示す。 

 
表 6-1 分析に用いた史料一覧 

 

作成年月日
1919（大正8年）年

11月11日

史料名
パリ講2336号

送付先
総（総理大臣）

送付先指示筆跡
筆跡B、赤鉛筆

閲覧者

小川、埴原、武者小
路、？、松田、岡本

書誌情報調査結果

簿冊名 巻数 来電数
五国会議 第三巻 51件
五国会議 第四巻 52件
五国会議 第五巻 40件
五国会議 第六巻 63件
巴里最高会議 第一巻 34件
巴里最高会議 第二巻 74件
列国ノ態度及政況 第二巻 30件
列国ノ態度及政況 第三巻 22件
列国ノ態度及政況 第四巻 32件
列国ノ態度及政況 第五巻 73件
合計 10冊 471件

84 

 



 
 

 
実験：外務省来電の送付先決定過程分析 

 
これら史料は 1918 年以降の巴里平和諸条約に関する来電を含む史料である。巴里

平和諸条約とは、1919 年 1 月 18 日から開会され、第一次世界大戦における連合国が

中央同盟国の講和条件等について討議した会議において制定された諸条約である。本

会議では世界各国の首脳が集まり、講和問題だけではなく、国際連盟を含めた新たな

国際体制構築についても討議された。なお、これらの史料は外務省外交史料館が「外

務省記録[45]」として所蔵している史料の一部であり、またアジア歴史資料センター

[15]において公開されている。「外務省記録」とは日本の外務省により公開された外交

に関する記録文書である。 

6.4 実験の流れ 

実験の流れを図 6-3 に示す。本実験は 3.2 で示した歴史研究プロセスに準ずる形で

行う。 

 

 

図 6-3 実験の流れ 

 
史料の収集では、分析対象期間の史料や情勢について深い見識を持つ研究者 X がア

ジア歴史資料センターで公開されている史料を閲覧し、分析対象とする簿冊を選定す

• 【研究者X】アジア歴史資料セン

ターでモノクロ画像群を閲覧し、
分析対象とする簿冊を選定

• 【技術者Y、学生二名】外交史

料館で選定した簿冊に含まれ
る来電を撮影、システムに登録

①史料の収集

【研究者X、技術者Y】

各史料を閲覧し、書誌情報（史
料名や作成日）や分析に必要と
なる情報（来電の閲覧者、送付
先指示および訂正筆跡など）を
メタデータとして蓄積

②史料の整理

【研究者X、技術者Y】

送付先指示、訂正筆跡に基づいて史料
を分類し、その筆跡の人物を特定

③史料の分析

【プロセスの分担】
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実験：外務省来電の送付先決定過程分析 

る。これは次の外交史料館での撮影プロセスにおいて、開館時間等の関係から現地で

の簿冊の選定プロセスを省略するためである。次に技術者 Y と学生二名が外交史料館

に赴き、研究者 X が選定した簿冊から図 6-2 に示した形状の来電を撮影し、システム

に登録する。 

史料の整理では登録された来電に対して、予め選定したメタデータフィールドを用

いて筆跡や閲覧者情報を付与する。本プロセスは研究者 X が中心となり、技術者 Y が

補足する形で行った。これは研究者 X が古文書の読解に長けており、また史料の整理

過程で得られた気づきが仮説の立案につながるためである。 

史料の分析では整理された情報に基づいて史料を分類し、筆跡の人物の特定を行う。

本作業についても研究者 X と技術者 Y が共同で行う。ここでの役割としては、まず研

究者 X が史料の整理の過程でいくつかの仮説を立案する。次に立案された各仮説の検

証を目的として、技術者 Y が蓄積された情報に対してプラグインを用いた定量的な分

析を行う。このプロセスを繰り返すことで、各筆跡の人物特定を行う。 

6.5 メタデータフィールドの選定 

本実験では複数の研究者が共同で史料収集プロセスにおける史料の登録、史料整理

プロセスにおけるメタデータの蓄積を行うため、予め各史料に付与するメタデータ

フィールドの選定を行う必要がある。本選定については研究者 X と技術者 Y が史料の

分析方法まで想定して、以下に示すメタデータフィールドを選定し、これらをシステ

ムに予め登録した。本実験において研究者 A が各史料に付与したメタデータの例を表 
6-2 に示す。 
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実験：外務省来電の送付先決定過程分析 

表 6-2 選定したメタデータフィールド 

 

6.6 史料の収集 

まず史料を収集し、システムに登録するプロセスについて説明する。史料収集プロ

セスのイメージを図 6-4 に示す。 

 

メタデータフィールド メタデータバリュー 目的 付与手段
拡張子 JPG
登録日 20131215
更新日時 20140104
リソースID 542
登録者 yoshida
更新者 nakamura
表題 パリ講2038号
作成日 19190915
閲覧者 澤田、芳澤
送付先指示筆跡 Ａ、筆
送付先指示 総陸海参軍老伊
送付先訂正筆跡 B、筆
送付先訂正 総
グループ 五国会議／第3巻
カテゴリ 五国会議動向
ノート 埴原「何ノ件ナリヤ」、主管指示が次官でない？

調査結果の保存

史料管理
自動

手動
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実験：外務省来電の送付先決定過程分析 

 

図 6-4 史料収集プロセス 

 
図 6-4 の①では、まず研究者 X がアジア歴史資料センターで公開されている史料を

閲覧し、分析対象とする簿冊の選定を行う。この際、必要に応じて図 6-5 に示すよう

に 4.3.1 で説明したメタデータ登録機能によってシステムに史料を登録する。本プロ

セスは先行研究等から分析対象期間の史料や情勢について深い見識を持つ研究者Xが

行う。 

 

①簿冊の選定

歴史研究者

情報技術者

史料収集
補助者2名

アジア歴史資料センター

外交史料館

②簿冊の指示

簿冊1冊当たり90分
計3日間で10簿冊を撮影

インターネット

④画像の登録

③来電の撮影

選定方法：

・分析対象
期間
・日米間の
来電
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実験：外務省来電の送付先決定過程分析 

 

図 6-5 メタデータ登録機能を用いた史料の登録例 

 
図 6-5 ではアジア歴史資料センターで公開されている「五国会議第三巻：講第 1970

号[46]」という史料を登録している例である。しかしアジア歴史資料センターで登録

されている史料はモノクロ画像として公開されており、分析対象とする「閲覧者の筆

跡」などを確認するには適していない。これは筆跡の文字色として赤や青が存在し、

色使いも人物を特定するために有益な情報であるためである。 

図 6-4 の②から④では、研究者 X が選定した簿冊を基に、史料収集者である技術者

Y および史料収集補助者二名が実際に外交史料館に赴き、三日間を要して計 471 件の

来電を撮影し、その画像を 4.3.2 で説明したファイル登録機能を用いてシステムに登

録する。この作業については図 6-2 に示した分析対象とする来電の形式に類似した史

料を簿冊から抽出し、デジタルカメラにて撮影する単純な作業である。登録の際には

簿冊を単位として、「グループ」フィールドに簿冊名を入力して複数画像を一括登録し

た。参考として 4.5.4 で説明した史料の比較機能を用いて、アジア歴史資料センター

で公開されている史料と、実際に撮影した史料の比較したものを図 6-6 に示す。公開

史料では黒字で記述されている部分について、撮影史料では赤や青の文字色が使われ

ていることが確認できる。 
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実験：外務省来電の送付先決定過程分析 

 

図 6-6 アジア歴史資料センターの公開史料（左）と撮影史料（右）の比較 

 

6.7 史料の整理 

次にシステムに登録した史料群に対して、6.5 で定義したメタデータフィールドを

用いて筆跡や閲覧者等の情報を付与する流れについて説明する。本プロセスは研究者

X が中心となり、技術者 Y が補足する形で行った。これは研究者 X が古文書の読解に

長けており、また史料の整理過程で得られた気づきが仮説の立案につながるためであ

る。また技術者 Y は研究者 X が付与したメタデータの表記揺れの修正や、後述する分

析プロセスにおいて新たに必要となったメタデータの蓄積を行った。これはすでに研

究者 X が付与したメタデータを確認することで、古文書の読解に長けていない技術者

Y でも史料内容を把握することが可能となったためである。 

研究者 X は史料名や作成日といった書誌情報に加えて、閲覧者のサインや筆跡に基

づいた来電の閲覧者の抽出や、複数の筆跡によって記述された送付先の抽出を行う。

史料情報を整理している例を図 6-7 に示す。 
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実験：外務省来電の送付先決定過程分析 

 

図 6-7 メタデータ編集機能を用いた史料情報の整理例 

 
登録した各史料について、メタデータ編集インタフェースを用いて史料情報をメタ

データとして付与する。その際、史料の拡大・縮小機能を用いることで、閲覧者の筆

跡等の細部の確認を行う。また「項目の追加」機能を用いて、必要となるメタデータ

フィールドを追加し、その値を入力する。蓄積された史料情報の RDF の例を図 6-8
に示す。 
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実験：外務省来電の送付先決定過程分析 

 

図 6-8 蓄積された史料情報の RDF 表現例 

 
「表題（dc:title）」や「登録日（dcterms:created）」といった史料管理を目的とし

たメタデータは各史料に与えられた URI に対して直接紐づけられている。それに対し、

「閲覧者（kd:reader）」や「送付先指示筆跡（kd:director）」といったメタデータフィー

ルドのバリューについては、その「内容（dc:description）」の他に、「更新者

（kd:modifier）」や「公開範囲（dcterms:accessRights）」等の複数研究者で共有する

ためのメタデータが登録される。 

6.8 史料の分析 

ここでは 5.7 で整理した筆跡情報や閲覧者等の史料情報を利用して、史料の分類や

比較といった分析を行い、各筆跡の人物特定を行う。本プロセスについては研究者 X

と技術者 Y によって行い、研究者 X が史料の整理プロセスで得た知見や関連する知識

に基づいて仮説を立案し、技術者 Y がその検証に必要な情報を蓄積されたメタデータ
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実験：外務省来電の送付先決定過程分析 

から機械的に抽出し、仮説の量的な検証を行うことで分析を行う。 

史料の整理の結果、対象とする 471 件の来電には四種類の筆跡が確認された。本実

験ではこれらの各筆跡に対して「A」「B」「S」「印」というラベルを付与して説明す

る。図 6-9 に送付先の記述における各筆跡の例を示す。各筆跡の一文字目はすべて総

理大臣への送付先を示す「総」の筆跡である。 

 

 

図 6-9 送付先の記述における筆跡例 

 
これらの各筆跡の人物特定に向けて、本実験では筆跡と作成日の関係、および筆跡

と閲覧者の関係の二点の観点から分析を行った。以下ではそれぞれの分析の詳細につ

いて述べる。 

筆跡A 筆跡B 筆跡S 印
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実験：外務省来電の送付先決定過程分析 

6.8.1 筆跡と作成日の関係に基づいた分析 

まず来電を時系列に並び替えることで、筆跡の出現時期に基づいた分析を行った。

この分析結果を図 6-10 に示すが、これは技術者 Y がプラグインを開発し、471 件の

来電から筆跡と作成日に関するメタデータを引数とし、月別の送付先指示筆跡の出現

頻度を出力したものである。 

 

 

図 6-10 月別の送付先指示筆跡の出現頻度 

 
この結果から筆跡 S は 1919 年 9 月以前にのみ登場していることが確認できる。こ

れは幣原喜重郎（以下、幣原）が外務次官を務めていた時期である。これにより、研

究者 X が先行研究で示唆したように、1919 年 9 月以前では外務次官が送付先を決定

しているという仮説を指示した結果となっている。また埴原が外務次官に就任した 9

月以降では少なくとも筆跡 A、B の二種類の筆跡によって送付先が指示されているこ

とが視覚的に確認できるため、外務次官以外の人物が来電の送付先を指示しているこ

とがわかる。また当該期間では「印」による送付先指示が増大していることが確認で

きるが、この原因については明らかにすることができなかった。これについては他の

幣原次官期：
筆跡Sのみ出現

埴原次官期：
筆跡AとBの2種類が出現

来
電
数

作成年月

しではら はにはら

筆跡と作成日の関係に基づいた分析
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実験：外務省来電の送付先決定過程分析 

文献を参照することで、今後明らかにする必要がある。 

6.8.2 筆跡と閲覧者の関係に基づいた分析 

次に筆跡別の来電における閲覧者の登場割合に基づいた分析を行う。これは研究者 X

が史料の整理プロセスにおいて、埴原が来電閲覧時に記入するサインと筆跡Bが類似する

という気づきを得たためである。この分析結果を図 6-11 に示すが、これについても 6.8.1 と

同様に技術者 Y が開発したプラグインによって出力した結果である。 

 

 

図 6-11 筆跡 B における閲覧者の登場割合 

 

この結果から筆跡 B によって送付先が指示（19 件）または訂正（11 件）されたほぼすべて

の来電において、埴原が閲覧していることが分かる。これは研究者 X が立てた筆跡 B が埴

原であるという仮説を支持する一つの量的な結果といえる。 

さらにこの発見に基づき、高い割合で閲覧している人物は送付先を指示した人物である

可能性が高いという仮説を立て、技術者Yが筆跡Aによって送付先が指示されている来電

に対して同様の分析を行った。その結果を図 6-12 に示す。 

ほぼすべての来電を
埴原が閲覧

送付先指示筆跡（全19件） 送付先指訂正筆跡（全11件）

閲覧者

筆跡Bと閲覧者の関係分析

閲
覧
者
の
出
現
率
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実験：外務省来電の送付先決定過程分析 

 

 

図 6-12 筆跡 A における閲覧者の登場割合 

 

この結果、電信課長であった澤田が高い割合で閲覧していることが分かった。また研究

者 X が他文献[47]を調査した結果、1921 年 3 月 3 日から 9 月 3 日まで澤田は皇太子の外

遊に同行していることが判明し、図 6-10 に示した月別の筆跡の出現頻度に関する出力結

果と照合した結果、当該期間には筆跡 A による送付先指示は行われていないことが分かっ

た。これについて、筆跡と作成日の関係に基づいた分析結果を図 6-13 に再掲する。 

筆跡Aと閲覧者の関係分析

閲
覧
者
の
出
現
率

閲覧者

送付先指示筆跡（全41件）

高い割合で澤田（電信課長）
が閲覧
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実験：外務省来電の送付先決定過程分析 

 

図 6-13 筆跡 A と閲覧者の関係分析 

 

これらは筆跡Aが澤田であることを支持する結果である。さらに筆跡Aと澤田が来電閲覧

時に記入するサインと照合した結果、全 41 件中、明らかに筆記具が同一と思われるものが

16 件存在することが確認できた。また不一致であった残りの 25 件中 17 件において、澤田

の閲了サインに使われている筆跡は赤鉛筆や青鉛筆であり、事務規定上、送付先指示の

際は筆ないしペンに持ち替えた可能性が示唆された。これは研究者X の先行研究から、伝

達事項の書き込みに色鉛筆を禁じられていたという知見に基づく。この検証に基づき、本実

験では筆跡 A は澤田によるものであると結論づけた。 

6.9 実験結果 

本実験では分析対象とした 471 件の来電において、送付先の指示を行っている各筆跡

の人物に関する仮説を立案することができた。具体的には筆跡Aは澤田電信課長、筆跡B

は埴原次官、筆跡 S は幣原次官であると結論づけた。またこれらの発見から、幣原次官期

には外務次官が送付先を単独決定していたのに対し、埴原次官期には電信課長である澤

田が送付先を仮決定し、次官である埴原が訂正することで最終的な送付先を決定していた

という仮説を立案することができた。またこの仮説の検証を目的として、6.8.1 で行った月別

来
電
数

作成年月

澤田不在
（皇太子外遊同行のため）*

筆跡と作成日の関係に基づいた分析
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実験：外務省来電の送付先決定過程分析 

の筆跡の出現頻度を分析した結果、送付先訂正筆跡として埴原の筆跡 B のみが確認され、

澤田の筆跡 A による訂正は 0 件であることが確認でき、立案した仮説を支持する結果を得

ることができた。 

今後はさらに多くの史料、また異なる形式の外交文書を分析対象として、本実験で立案

した仮説の検証を行う。さらに仮説として立案した処理プロセスが行われた原因等について

も引き続き分析を進める。 

6.10 実験のまとめ 

本実験では開発したシステム上で歴史研究者が研究を行うことで、提案手法および開発

したシステムの歴史研究者による実利用評価を行った。特に史料収集プロセスのコスト（労

力・時間）の削減が可能となった。具体的には本プロセスを三名で分担することにより、収集

史料数については先行研究で対象とした 50 件弱から 471 件まで増加させることができた。

また収集時間に関しては一冊当たり 90 分要する簿冊を 3 日間で 10 冊撮影した。さらにこ

れらの各研究者が登録した史料を複数研究者でクラウド上の DB を共有することによって、

量的な分析による来電の送付先決定者を特定することが可能となった。 

さらに本実験では歴史研究者が立案した仮説を情報技術者の量的な分析によって検証

し、また情報技術者が蓄積された調査結果を可視化することによって歴史研究者への新た

な仮説の提案を行った。このように異なる分野の研究者が共同で歴史研究に参画すること

によって、協調的な史料分析が可能となり、本研究で提案する複数研究者による歴史研究

環境の有用性を確認することができた。 
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7.1 ケーススタディにおける検索精度評価 

第 5 章では長門型戦艦の設計書の変更履歴を分析にすることによって、煙突本数が

減少した原因追究を開発したシステム上で行った。その過程において、5.6 ではオン

トロジーを利用した史料の検索、5.7 では類似画像検索を利用した図面史料の収集、

および 5.9 では分析から特定した年代を検索クエリに追加した報告書の抽出を行った。

ここではこれらの検索毎の目的に基づいて、検索精度の評価を行うことで、ケースス

タディにおける定量的な評価を行う。 

7.1.1 検索精度評価指標 

本項では検索精度の評価を図 7-1 に示す適合率・再現率（F 値）の指標を用いて行

う。 

 

図 7-1 適合率・再現率 

 
適合率は検索結果群に対して検索結果群中の正解の割合を示し、再現率は正解群に

対しての検索結果群中の正解の割合を示す。一般にこれらの二つの指標は相反性にあ

る。したがって異なるシステムの検索精度を比較する際には、式(7.8)に示す再現率と

適合率の調査平均を取った F 値が用いられる。 

 

F 値 =
2 × 適合率 × 再現率

適合率 + 再現率
 (7.8) 

検索結果群 正解群

適合率=

再現率=
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7.1.2 精度評価における検索方法 

本項では精度評価を行う際の検索方法について説明する。ここでは以下に示す検索

方法を対象とする。 

 全文検索 
 フィールド「表題」に対するメタデータ検索 

 フィールド「カテゴリ」に対するメタデータ検索 

これらの検索方法の選定理由としては、検索対象とする史料群に付与されているメ

タデータを予め知らないユーザを想定し、該当ユーザの使用する可能性が高い検索方

法とした。 

全文検索では史料に付与されているメタデータに関して、いずれかのフィールドに

検索クエリとする文字列を含む史料を検索する手法である。再現率は高くなるが、適

合率は低くなる傾向がある。 

フィールド「表題」を用いたメタデータ検索は、史料名に検索クエリとする文字列

を含む史料を検索する。表題は全ての史料に付与されており、また史料情報を端的に

示すという点で、一般的なユーザが検索対象とし易いフィールドであると考えたため

である。 
フィールド「カテゴリ」を用いたメタデータ検索は、上記の検索語を入力する検索

とは異なり、予め各史料に付与されている有限のカテゴリから選択して検索する方法

である。平賀譲デジタルアーカイブでは「主力艦：長門型」や「軍艦構造：溶接」と

いった 52 のカテゴリが付与されているため、登録済みのカテゴリから選択して検索

できる点で、登録されている史料に関する知識が少ないユーザでも利用しやすいメタ

データである判断したためである。 

7.1.3 オントロジーを用いた検索精度の評価 

本項ではオントロジーを用いて、長門に関する史料の検索精度の評価を行う。 

7.1.3.1 正解史料群 

正解とする史料群は5.6で分析対象とした煙突本数が確認できる長門の図面史料14

件とする。これら史料の一覧を表 7-1 に示す。 
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表 7-1 正解史料群 

 

表中の番号 1 の史料は表題、カテゴリともに「長門」という文字列を含むが、番号

2 の史料は表題にのみ文字列「長門」を含む。さらに番号 3 以降の史料については文

字列「長門」を含まないことが確認できる。ただし、カード目録には全正解史料につ

いて文字列「長門」を含む。 

7.1.3.2 検索方法 

本検索精度評価を行うための検索方法について説明する。使用するメタデータ

フィールドは 7.1.2 で説明した三種類を使用し、それぞれの検索文字列は「長門」と

する。その際、比較対象としてオントロジーを利用しない検索と利用する検索を比較

する。オントロジーを利用しない検索は指定したフィールドに文字列「長門」を含む

か否かを判別する検索である。一方、オントロジーを利用した検索は長門の暗号名

「A123」や「A124」、および英語表記である「NAGATO」等の長門の同義語として

定義された語を検索文字列に追加し、これらの追加された文字列のいずれかを指定し

たフィールドに含むか否かを判断する検索である。なおカテゴリを用いた検索ではカ

テゴリ「主力艦：長門」を使用し、オントロジーを利用した検索は対象外とする。 

7.1.3.3 検索精度の評価結果 

7.1.3.2 のそれぞれの検索方法について、オントロジーを用いた検索と用いない検索

を行った際の評価結果を表 7-2 に示す。 

番号 表題 カテゴリ カード目録
1 軍艦長門改正図 主力艦：長門型 〔長門防禦関係〕
2 軍艦長門改正案（C） 未分類 「軍艦長門改正図」等
3 “A116” BATTLE SHIP 未分類 〔長門改造前後の八八計画（A115～127）資料〕
4 “A118” BATTLE SHIP 未分類 〔長門改造前後の八八計画（A115～127）資料〕
5 “A119” BATTLE SHIP 未分類 〔長門改造前後の八八計画（A115～127）資料〕
6 “A120” BATTLE SHIP 未分類 〔長門改造前後の八八計画（A115～127）資料〕
7 “A122” BATTLE SHIP 未分類 〔長門改造前後の八八計画（A115～127）資料〕
8 “A123” BATTLE SHIP 未分類 〔長門改造前後の八八計画（A115～127）資料〕
9 “A124” BATTLE SHIP 未分類 〔長門改造前後の八八計画（A115～127）資料〕

10 BATTLE SHIP“A124”（ESTIMATED）未分類 〔長門改造前後の八八計画（A115～127）資料〕
11 “A126” BATTLE SHIP 未分類 〔長門改造前後の八八計画（A115～127）資料〕
12 BATTLE SHIP“A126A” 未分類 〔長門改造前後の八八計画（A115～127）資料〕
13 “A126B” BATTLE SHIP 未分類 〔長門改造前後の八八計画（A115～127）資料〕
14 “A126C” BATTLE SHIP 未分類 〔長門改造前後の八八計画（A115～127）資料〕
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表 7-2 オントロジーを用いた検索精度の評価結果 

 

図中の赤色の行は F 値が最も高かった検索方法を示す。この結果からオントロジー

を利用しない場合の全文検索と、オントロジーを利用した場合のフィールド「表題」

に対するメタデータ検索が最も高い F 値を得た。 

オントロジーを用いない全文検索を行った際には、7.1.3.1 で述べたようにフィール

ド「カード目録」に文字列「長門」を含むため、再現率が 1 となり利用した検索方法

の中では高い F 値を示している。 

一方オントロジーを利用した全文検索では、再現率は 1 であるが正解でない検索結

果数が増すことで適合率が下がり、結果として F 値が下がっている。 
これらのF値を用いた考察ではオントロジーを用いた検索の有用性を一概に示すこ

とはできないが、ケーススタディにおける 5.6 の検索の目的は「長門に関する史料を

網羅的に検索する」ことであった。つまり高い再現率を要求されており、その点では

オントロジーを利用した二種類の検索方式の両者で再現率 1 を示している。したがっ

て第 5 章のケーススタディでの目的においては、オントロジーを用いた検索に優位が

あると結論づけられる。 

7.1.4 類似画像を用いた検索精度の評価 

本項ではプラグインを用いて類似画像情報を機械的に付与したメタデータを利用し

て図面史料を検索する際の検索精度の評価を行う。 

7.1.4.1 正解史料群 

正解史料群は 7.1.3.1 で説明した史料 14 件とする。 

検索方法
オントロジー
利用の有無

検索結果数 正解数 適合率 再現率 Ｆ値

全文検索 無 550 14 0.03 1.00 0.05
メタデータ検索（表題） 無 168 2 0.01 0.14 0.02

メタデータ検索（カテゴリ） 無 185 1 0.01 0.07 0.01

全文検索 有 707 14 0.02 1.00 0.04
メタデータ検索（表題） 有 508 14 0.03 1.00 0.05
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7.1.4.2 検索方法 

本検索精度評価を行うための検索方法について説明する。ここでは文字列情報のみ

を用いた検索と、画像の形状に関する情報を加えた検索を比較する。前者については、

7.1.3.2 で説明した五種類（オントロジーを利用しない全文検索、表題を利用したメタ

データ検索、オントロジーを利用した全文検索、表題を利用したメタデータ検索、お

よびカテゴリを用いたメタデータ検索）とする。後者については、前者の文字列情報

を含み、かつ画像の形状に関して類似する資料上位 10 件を検索結果とした。より具

体的には各正解史料の画像情報を検索クエリとし、上位 10 件中に含まれる他の正解

史料群の割合が適合率となる。なお正解史料は 14 件存在するため、適合率・再現率

（および F 値）の算出には 14 件の平均値を利用している。 

7.1.4.3 検索精度の評価結果 

7.1.4.2 のそれぞれの検索方法について、クエリとして画像情報を追加しない検索と、

追加した検索を行った際の評価結果を表 7-3 に示す。 

 
表 7-3 類似画像検索を用いた検索精度の評価結果 

 

 
表上部の画像情報を利用しない検索方式の精度は 7.1.3.3 と同値である。一方、表

下部に示す画像情報を利用した検索では、検索結果数が 10 件に限定されるため再現

率が低くなるが、二種類の検索方式を除いて 4 件弱の正解数を含むことで高い適合率

を示している。低い適合率・再現率を示したオントロジーを利用しない「表題」フィー

ルドに対するメタデータ検索、および「カテゴリ」フィールドに対するメタデータ検

索では、検索クエリとして利用した文字列情報から正解数がそれぞれ 2 件、1 件と限

検索方法
オントロジー
利用の有無

類似画像検索
の有無

検索結果数 正解数 適合率 再現率 Ｆ値

全文検索 無 無 550 14 0.03 1.00 0.05
メタデータ検索（表題） 無 無 168 2 0.01 0.14 0.02

メタデータ検索（カテゴリ） 無 無 185 1 0.01 0.07 0.01
全文検索 有 無 707 14 0.02 1.00 0.04

メタデータ検索（表題） 有 無 508 14 0.03 1.00 0.05

全文検索 無 有 10 3.79 0.38 0.27 0.32
メタデータ検索（表題） 無 有 10 0.64 0.06 0.05 0.05

メタデータ検索（カテゴリ） 無 有 10 0.36 0.04 0.03 0.03
全文検索 有 有 10 3.64 0.36 0.26 0.30

メタデータ検索（表題） 有 有 10 4.00 0.40 0.29 0.33
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定されるため、画像情報を利用の有無に関わらず低い検索精度を示す。よってこれら

2 種類の検索方式を除外した場合、画像情報を利用した検索方式では F 値が総じて 0.3

以上となり、文字列情報のみを利用した検索と比較して高い検索精度を示すことが確

認できた。 

なお画像情報を利用した検索において、不正解となった画像例を図 7-2 に示す。 

 

 

図 7-2 クエリとした利用した画像（左）と不正解画像（右）例 

 
不正解となった画像も図面ではあるが、クエリとして利用した画像の形状とは大き

く異なる点が確認できる。この課題に対して本研究では局所エッジヒストグラムを特

徴量として利用しているが、D. K. Park ら [28]はこの特徴量に加えて全体および準全

体エッジヒストグラムを特徴量として扱い、類似画像検索の精度向上を実現している。

今後これらのアルゴリズムを利用した精度向上が課題となる。 

7.1.5 特定した年代を用いた検索精度の評価 

本項では特定した年代情報を利用して、長門の煙突本数の減少に関する報告書を検

索する際の検索精度の評価を行う。 

7.1.5.1 正解史料 

正解史料は図 7-3 に示す史料 1 件とする。 
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図 7-3 正解史料（上）と史料が持つメタデータ（下） 

 

106 

 



 
 

 
考察 

本史料は「1920 年 9 月 25 日」に作成された「軍艦長門（8/10 予行）運転成績摘要」

という史料である。「カード目録」フィールドに文字列「長門」を含み、また「主力艦：

長門」というカテゴリが割り当てられている。 

7.1.5.2 検索方法 

本検索精度評価を行うための検索方法について説明する。ここでは文字列「長門」

を用いた検索と、作成年月日に関する情報を加えた検索を比較する。前者については、

7.1.3.2 で説明した五種類（オントロジーを利用しない全文検索、表題を利用したメタ

データ検索、オントロジーを利用した全文検索、表題を利用したメタデータ検索、お

よびカテゴリを用いたメタデータ検索）とする。後者については、前者の文字列情報

を含み、かつ作成年月日に関して制約を加えた検索結果とする。より具体的にはケー

ススタディで特定した「1917 年」の前後 5 年を含めた「1912 年から 1922 年」に作

成された史料を検索結果とする。 

7.1.5.3 検索精度の評価結果 

7.1.5.2 のそれぞれの検索方法について、作成年月日に関するクエリの制約を追加し

ない検索と、追加した検索を行った際の評価結果を表 7-4 に示す。 

 
表 7-4 作成年月日に関する制約を加えた検索精度の評価結果 

 

 
上部の画像情報を利用しない検索方式の精度は 7.1.3.3 と同値である。一方、表下

部に示す作成年月日の制約を加えた検索では、正解数に変化はないが検索結果数が絞

検索方法
オントロジー
利用の有無

作成年月日の
指定の有無

検索結果数 正解数 適合率 再現率 Ｆ値

全文検索 無 無 550 1 0.00 1.00 0.00
メタデータ検索（表題） 無 無 168 1 0.01 1.00 0.01

メタデータ検索（カテゴリ） 無 無 185 1 0.01 1.00 0.01
全文検索 有 無 611 1 0.00 1.00 0.00

メタデータ検索（表題） 有 無 352 1 0.00 1.00 0.01

全文検索 無 有 97 1 0.01 1.00 0.02
メタデータ検索（表題） 無 有 47 1 0.02 1.00 0.04

メタデータ検索（カテゴリ） 無 有 81 1 0.01 1.00 0.02
全文検索 有 有 105 1 0.01 1.00 0.02

メタデータ検索（表題） 有 有 75 1 0.01 1.00 0.03
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り込まれるため適合率が高くなっている。結果として F 値が向上し、本検索の目的で

あった分析対象史料の絞り込みが確認できる。 

7.2 既存の歴史研究プロセスの課題点に対する評価 

本節では 3.2 で挙げた歴史研究プロセスの課題点について、提案手法および開発し

たシステムの有用性の検証を行う。図 7-4 にその課題点を再掲する。 

 

 

図 7-4 歴史研究プロセスの課題点の整理 

7.2.1 「史料の収集」プロセスにおける評価 

史料の収集プロセスでは幅広い情報源から史料を収集する必要があるが、現在の課

題として史料が分散しており、一人の研究者が総覧することは困難である点が課題と

して挙げられている。この課題点に対して、本研究では以下に示す手法を提案した。 
 デジタルアーカイブの活用 

 複数研究者による史料収集 

デジタルアーカイブの活用については、システムをウェブアプリケーションとして

幅広い情報源から史料を収集
する。

史料が分散しており、一人の
研究者が総覧することは困難
である。

①史料の収集

不完全な史料に対して研究者
の主観に基づいて分類する。

収集した史料が膨大となり、必
要な情報のみを抽出することは
困難である。

②史料の整理

分類された史料を時系列順等に整
理し、仮説の構築・検証を行う。

史料を俯瞰するためには、情報が
一定の基準で整理されている必要
がある。

③史料の分析

プロセス
課題

凡例
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構築することで、他のデジタルアーカイブとの親和性を図った。具体的には 4.3.1 で

説明したメタデータ登録機能においてデジタルアーカイブで公開されている史料の

URL を参照することによって、容易に史料を研究者のリポジトリに蓄積できる環境を

構築した。このようにデジタルアーカイブで公開されている史料群についてはその利

点を最大限生かすことで効率的な史料収集が可能となった。 

次に複数研究者による史料収集については、開発したシステム上で複数研究者がリ

ポジトリを共有可能な環境を構築した。またそのために史料の公開範囲、メタデータ

の公開範囲や編集権限を設定可能な史料管理手法およびシステムを開発することで、

各研究者の新規性の保護や各情報の信憑性を確保した形での情報共有が可能となった。

第 6 章の実験では、簿冊一冊当たり 90 分程度の時間を要する史料収集プロセスを三

名で分担することで、10 冊の簿冊から 500 件弱の史料を三日間という短期間で収集

することができた。これにより従来の研究者個人による研究では分析対象史料が 50
件弱であった研究成果に対する量的な分析が可能となり、また研究者の史料収集にお

ける労力の軽減が確認できた。 

一方、本研究では同一の研究目的を有する四名の研究者による実験による評価であ

るため、史料の公開範囲やメタデータの編集権限といった機能については十分な評価

を行うことができなかった。今後は異なる研究グループが混在するような大規模な研

究者グループによる歴史研究に本システムを適用し、提案手法の有効性を検証する必

要がある。 

7.2.2 「史料の整理」プロセスにおける評価 

史料の整理プロセスでは収集した不完全な史料に対して研究者の主観に基づいて分

類する必要があるが、史料数が膨大になるに従い、必要な情報のみを抽出することは

困難であるといった課題が存在した。この課題に対して、本研究では以下に示す手法

を提案した。 

 セマンティック・ウェブ技術による史料情報の記述手法 
 プラグインを用いたメタデータの自動付与 

従来は 1.2 で説明したように史料とその書誌情報や調査結果は独立して蓄積されて

いた。これにより史料の閲覧と調査結果等の蓄積は別プロセスとして行う必要があり、

調査結果等に基づいた史料の再検索は容易ではなかった。これに対して、本研究では
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各史料に URI を与え、RDF を用いて史料情報を管理する手法を提案することで、史

料情報がメタデータとして史料に直接紐づく形での整理が可能となった。さらに 4.4.1

で説明したメタデータ編集インタフェースを用いることで、史料の閲覧と同時にメタ

データを編集することが可能となり、史料整理プロセスの省力化が実現した。本件に

関しては歴史研究者へのヒアリングから、従来は史料数が膨大になった際に史料の所

在の忘却や史料情報との関連づけの漏れ等が多く生じ、量的な分析は困難であったが、

開発したシステムを利用することにより、これらの問題が改善されたという意見が得

られた。 

プラグインを用いたメタデータの自動付与については、第 5 章のケーススタディに

おいて画像からエッジ情報を抽出し、形状が類似する画像情報をメタデータとして付

与した。このメタデータを利用し、ユーザに類似画像を表示することで、膨大な史料

を逐次確認する労力を軽減し、また 7.1 の結果から検索精度の向上が確認された。今

後は文字認識を利用した史料画像からの文字列抽出や、類似するメタデータを持つ史

料の機械学習による自動分類などを適用し、従来人手で行っていた分類における労力

や情報量の比較による有効性の評価を行う。 

7.2.3 「史料の分析」プロセスにおける評価 

史料の分析プロセスでは分類された史料を時系列順等に整理し、仮説の構築・検証

を行う必要があるが、史料を俯瞰するためには情報が一定の基準で整理されている必

要があり、この点が従来の歴史研究における課題であった。この課題に対して、本研

究では以下に示す手法を提案した。 

 メタデータの利用に基づいた史料の分析 

 複数研究者による協調的な分析 
従来は Microsoft Word や Excel に目録や調査結果を自由記述の形で記述しており、

7.2.2 でも述べたように史料との紐づけも手動で行う必要があった。提案手法では調査

結果等は史料にメタデータとして蓄積され、各メタデータはフィールドと値のペアと

して記述されるため、情報の記述基準の統一化を実現できた。その結果、これらのメ

タデータを検索や並び替え等で利用することで史料分析を支援する環境を構築した。

第 5 章のケーススタディでは、ユーザが付与したメタデータを検索に利用することに

よって、図面史料の煙突本数に関する情報といった、ユーザの目的に合わせた史料の
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絞り込みが可能となった。また史料に付与されたメタデータに基づいて史料の並び替

えや比較を行うことで、史料分析を支援することができた。さらに第 6 章の実験では、

蓄積されたメタデータに対してプラグインを適用することで、膨大な史料から必要に

応じた情報を機械的に抽出することが可能となった。この結果、史料や調査結果の出

現頻度等を可視化することで俯瞰的な分析が可能となった。 

また複数研究者が史料や調査結果を共有し、史料分析を共同で行うことが可能な環

境を構築した。これにより、第 6 章の実験では歴史研究者と情報技術者という異なる

分野の研究者による協調的な研究環境が実現できた。具体的には歴史研究者が立案し

た仮説に対して、情報技術者が定量的な検証を行う研究スタイルの有効性が示唆され

た。また情報技術者が蓄積された史料をグラフ等で可視化することによって、歴史研

究者が見落としていた情報を想起させることが可能となった。これらの評価から従来

の研究者個人で行われていた分析と比較して、本提案手法が有用に機能することが示

唆された。今後はより多くの研究者を対象とした評価を行い、提案手法による効果に

関するより詳細な分析を行う。 

7.2.4 提案手法に基づく歴史研究プロセスの改善 

7.2.1 から 7.2.3 で行った各プロセスの考察に基づき、既存の歴史研究プロセスと提

案する歴史研究プロセスの比較を図 7-5 に示す。 
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図 7-5 提案手法に基づく歴史研究プロセスの改善 

 
本研究では複数研究者による歴史研究を支援する手法の提案及びシステムを開発す

ることによって、歴史研究者の史料の収集・整理プロセスの労力を低減し、分析によ

り多くの時間を割くことが可能となった。これまでの考察と重複するが、史料の収集

プロセスでは複数研究者で史料収集プロセスを分担し、各研究者の DB を共有するこ

とによって、分析対象範囲の拡大が可能となった。また史料の収集に関してはセマン

ティック・ウェブ技術によって史料情報を記述することにより、史料と調査結果の体

系化による調査結果の蓄積の効率化や、調査結果に基づいた史料の再検索時の手戻り

を削減することができた。史料の分析プロセスでは、メタデータとして史料に付与さ

れた調査結果を用いることで、研究に目的に応じた史料分析が可能となった。さらに

歴史研究者と情報技術者が史実に対する仮説の立案と検証を相互に行うことで、協調

的な史料分析環境を実現することができた。 

一方、このような歴史研究環境を実現するには、情報技術者が歴史研究に参画する

必要があり、そのインセンティブを与える必要がある。この点に関しては、近年注目

されているクラウドソーシングの適用が考えられる。このイメージを図 7-6 に示す。 

 

収集 整理 分析

収集 整理

分析

既存プロセス

提案手法

収集コスト削減

• 複数研究者に
よるDBの共有

• 分析対象範囲
の拡大

収集コストの削減

• 史料と調査結果の
体系化

• 計算機による史料
情報の自動付与

分析時間・量の向上
• 研究目的に基づく分類
• 量的な分析による検証

• 可視化による新たな仮
説の立案
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図 7-6 クラウドソーシング 

 
クラウドソーシングとはインターネットを利用し、不特定多数の人への業務の発注

や受注者の募集を行うウェブサービスである。これは本研究で提案するクラウド上で

史料情報を管理する環境、およびプラグインを用いた計算機による史料分析環境との

親和性が高いと考えられる。歴史研究者が調査結果をクラウド上に蓄積する。そして

統計等の歴史研究者にとっては馴染みのない数理的な分析が必要となった際、情報技

術者等のサービスプロバイダーに業務として発注、またはそれに代替されるインセン

ティブを提示する。そして受注した情報技術者、データサイエンティストが指定され

た DB の情報を分析するプラグインを開発することにより、異なる専門を持つ研究者

または人々による協調的な研究環境の実現に寄与することが可能となる。 

7.2.5 来電における標準メタデータセットの提案 

第 6 章の実験では、外交史料館が保有する来電を収集し、表題や作成日等の書誌情

報の他に、来電の送付先や閲覧者の情報をメタデータとして付与した。このメタデー

タを利用することで分類や比較等の分析が可能となり、来電の送付先決定者の人物特

定を行った。一方、6.6 で述べたように、これらの来電の一部はアジア歴史資料セン

ターで公開されている史料であるが、これらの来電には目録といった基本的な書誌情

報しか付与されておらず、本実験で行ったように筆跡の照合による人物特定や閲覧者

の分布に基づいた分析等は不可能である。 
よって本研究では、本実験で来電分析における有用性を確認した表 6-2 に示したメ

タデータフィールドを、図 7-7 に示すように来電における標準メタデータセットとし

案件依頼 案件発信

クライアント
例）歴史研究者

サービスプロバイダー
例）データサイエンティスト

成果物 成果物
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て提案する。 

 

 

図 7-7 来電に関する標準メタデータセット例 

 
これらが標準メタデータセットとして定義されることによって、新たに来電を収集

した際に、史料内容からここで定義したメタデータフィールドの値を付与するプロセ

スへと単純化することができる。これにより複数の研究者やアーキビストが来電に関

する書誌情報を付与する際にも、この標準メタデータセットを参照することで、研究

者各々による付与方法の揺れ等を吸収することができ、史料へのメタデータの付与プ

ロセスの効率化が期待できる。 

さらに研究者が来電に付与するメタデータの意味（セマンティクス）を予め RDF 

Schema およびオントロジーを用いて定義することによって、付与された情報の意味

を計算機が自律的に理解することが可能となる。例えば「来電の閲覧者を記述するプ

ロパティ『閲覧者』のバリューはクラス『人物』のサブクラスである」と定義するこ

とにより、各研究者が入力した値を計算機が人物だと認識することができる。これに

より従来の文字列に基づいた検索と比較し、セマンティクスに基づいた情報抽出が可

能となる。また「送付先決定者の特定に寄与する情報は『筆跡』や『筆記具の種類』

である」等の関係を定義することにより、計算機が自動的にそれらの情報を抽出し、

関連概念や不足情報の提示といった自律的な分析が可能となる。今後は歴史研究者の

来電
送付先
決定者

送付先
指示者

機関
送付先

人物閲覧者
閲覧者

サブクラス

筆跡

筆記具

来電X 埴原

送付先
指示者

陸軍
送付先

小川
閲覧者

公開範囲

筆跡B

赤鉛筆

個人

公開

表題

作成日

文献

公開範囲

手がかり

クラス

インスタンス

照合文献
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暗黙知を体系化し、計算機による半自動的な史料分析を可能とする環境構築を目指す。  
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8.1 結論 

本研究ではセマンティック・ウェブ技術を用いて歴史研究を支援するシステムを開

発した。具体的には電子史料をクラウド環境で管理し、書誌情報や研究者の調査結果

を史料のメタデータとして管理を行う手法を提案した。またそれらのメタデータを利

用することで、史料の並び替えや比較といった分析を可能とする環境を構築した。さ

らに従来の歴史研究の属人性の問題に対して、複数研究者が史料の収集や整理、分析

を共同で行うことが可能なシステムを開発した。 
また開発したシステム上におけるケーススタディ及び実験によって提案手法の有効

性を検証した。その結果、史料の収集や整理における各研究者の労力の軽減や効率化

に寄与することが確認できた。また歴史研究者と情報技術者が共同で実験を行うこと

で、歴史研究者が立案した仮説に対する量的な分析や、データの可視化による新たな

気づきの創出など、複数研究者による協調的な歴史研究環境を実現することができた。 

8.2 今後の展望 

今後の展望として、以下の二点を挙げる。 

8.2.1 「デジタルキュレーションシステム」への応用 

本研究では基本的なメタデータが予め付与された史料に対して、調査結果等をメタデー

タとして付与することで、研究者個人または複数研究者による歴史研究を支援することを目

的とした。今後は本研究で提案した複数研究者による史料の収集や整理、プラグインを用

いた計算機による史料情報の自動抽出技術を応用し、図 8-1 に示すようなデジタルアーカ

イブの構築を支援する「デジタルキュレーションシステム」を開発することを目指す。これは

利用者やアーキビストが入力した史料に対して、計算機がセマンティック・ウェブ技術や画

像処理、テキストマイニング等の技術によって史料情報を自律的に理解し、それらを書誌情

報として自動付与するようなシステムである。これにより現在アーカイブ作業における課題で

ある、人手による書誌情報（メタデータ）の労力を軽減し、デジタルアーカイブの普及や学術
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の発展につなげていきたい。 

 

 

図 8-1 システムイメージ 

8.2.2 他分野の文献調査プロセスへの応用 

本研究では画像を主とした電子史料を活用することで、歴史研究を支援することを目的

とした。今後は電子書籍を利用した読書プロセス、デジタル教材を利用した授業プロセス、

企業内文書を利用した業務プロセスなどに提案手法を応用し、既存プロセスの改善や新た

な価値を創出する環境の構築を目指す。 

登録

加工・編集データベース

検索・表示

古文書
文献・新聞

写真
ビジネス文書

カタログ
経営指標
ラベル・箱
ポスター

文書管理
電子図書館

アーカイブ
年史制作
史料研究

3D複製
デジタルキュレーションシステム

• メタデータの自動付与

• 複数アーキビストによるメタ
データ付与作業の効率化

118 

 



 
 

 
謝辞 

謝辞 
本研究を進めるにあたって、多くの方々にご助力を頂きました。ここに感謝の意を述べさ

せていただきます。 

 

東京大学大学院人文社会系研究科日本文化研究専攻 教授 鈴木淳先生、修士一年

の吉田ますみ様には、提案手法や開発したシステム、歴史研究プロセス等について、貴重

なご助言をいただきました。特に吉田様には本研究の実験に関して多大なご協力、ご支援

をいただきました。心より深く感謝いたします。 

 

東京大学大学院新領域創成科学研究科人間環境学専攻 教授 大和裕幸先生には大

変ご多忙な中貴重な時間を割いていただき、研究の方針はもとより、一般教養、学生として

の心構え等、様々なご指導をいただきました。厳しくも真に学生のことを考えてのアドバイス

は、どれも深く心に残る言葉ばかりでありました。心から深く感謝いたします。 

 

東京大学大学院新領域創成科学研究科人間環境学専攻 准教授 稗方和夫先生には、

特に技術面においてもっとも多くの具体的で有意義なアドバイスをいただきました。加えて、

研究に対する姿勢、プログラミング作法、論文の書き方、仕事に対する心構えなど様々な面

でご指導、ご教示いただきました。心より深く感謝いたします。 

 

電気通信大学大学院情報理工学研究科 教授 増田宏先生、東京大学大学院工学系

研究科システム創成学専攻 准教授 白山晋先生には設計工学研究室大輪講などにおい

て、的確で具体的なアドバイスをいただきました。大変感謝いたします。 

 

Global Project Design.inc の Bryan R Moser 博士には、インターンシップを通じて有意義

な議論させていただきました。心より深く感謝いたします。 

 

東洋文庫の牧野元紀様には、東洋文庫における史料の管理手法や歴史研究における

119 

 



 
 

 
謝辞 

必要要件の定義等、多くの有用な情報及び助言をいただました。深く感謝いたします。 

 

Yahoo! Japan 研究所の坪内孝太博士には、研究室の教員として、また頼れる先輩として、

公私ともに大変お世話になりました。時には厳しく時には優しく私に指導していただき、多く

のことを学ばせて頂きました。ありがとうございました。 

 

東京大学大学院工学系研究科システム創成学専攻 技術専門員 榎本昌一様には、

ネットワーク、サーバをはじめとした様々な情報技術に関するサポートをいただきました。深

く御礼申し上げます。 

 

水野淳子様、山本和子様、谷村育子様、上村美江子様、山田祐子様には、研究に専念

できるように膨大な数の煩雑な事務手続きを行っていただきました。また、生活面において

も、常に優しく接していただきました。本当にありがとうございました。 

 

共同研究員である、富士通株式会社の岡田伊策様、齋藤稔様、笈田佳彰様とは、研究

室の勉強会や研究のディスカッションなどで大変お世話になりました。ビジネス視点でのお

話や情報技術に関する最先端のお話などは大変に興味深く、積極的にディスカッションさ

せていただきました。本当にありがとうございました。 

 

研究室の卒業生である柳澤龍様、于佰鑫様、鹿渡俊介様、木村彰吾様、杉浦孝光様、

長谷川嵩様、曹樺楠様、三浦慎也様、砂川辰徳様、朏島一樹様、研究室の先輩である、

金載烈様、満行泰河様、孫晶ギョク様には研究とプライベートの両面で大変お世話になりま

した。様々な思い出を共有できたことは忘れることのできない思い出です。本当にありがとう

ございました。 

 

研究室の後輩である、石黒慧様、河野裕様、廣井貴彬様、深田直人様、黒川達也様、

角野為耶様、津村和輝様、宮崎邦洋様、安藤早紀様、齋藤智輝様、松原洸也様、和中真

之介様には日頃の研究室生活において、多大なるサポートを受けました。ありがとうござい

120 

 



 
 

 
謝辞 

ました。 

 

東京大学工学院工学系研究科システム創成学専攻に所属していた設計工学研究室の

皆様とは、設計研共通のイベントを通して研究に関する活発な議論をすることができまし

た。 

 

最後になりましたが、研究生活を支えてくれた家族に感謝いたします。本当にありがとうご

ざいました。 

121 

 



 
 

 
参考文献 

参考文献 
[1]. Ur-Rahman, N., and Harding, J.A.: Textual data mining for industrial 

knowledge management and text classification: A business oriented 

approach, Expert Systems with Applications, Vol.39, No. 5, pp. 
4729-4739, 2012. 

[2]. e-文書法の施行について, Available at 

<http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/others/e-bunsyou.html>. Accessed 
on : Dec 20th 2013. 

[3]. Takeuchi, H., Venkata, L., Nasukawa , T., and Roy, S.: Getting insights 

from the voices of customers: Conversation mining at a contact center, 
Information Sciences, Vol. 179, No. 11, pp. 1584-1591, 2009. 

[4]. 黒瀬能聿，矢野米雄，富田 豊：インターネットを利用した 3 次元 CAD 学

習支援システムの構築, 電子情報通信学会論文誌. D-II, 情報・システム, 
II-情報処理, 80 巻, 4 号, pp. 933-942, 1997. 

[5]. 小早川倫広，星守，大森匡，照井武彦：ウェーブレット変換を用いた対話

的類似画像検索と民俗資料データベースへの適用 (<特集>人文科学とコ

ンピュータ), 情報処理学会論文誌, 40 巻, 3 号, pp. 899-911, 1999. 

[6]. 外務省, オープンデータ憲章（概要）, Available at 

<http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/page23_000044.html>. Accessed 
on : Dec 20th 2013. 

[7]. データシティ鯖江, Available at 

<http://www.city.sabae.fukui.jp/pageview.html?id=11552>. Accessed 
on : Dec 20th 2013. 

[8]. 月尾嘉男, デジタル・アーカイブの功罪, Available at 

<http://www.tsukio.com/denki2.html>. Accessed on : Dec 20th 2013. 
[9]. e-Japan 戦略Ⅱ, Available at 

<http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/030702ejapan.pdf>. 

Accessed on : Dec 20th 2013. 
[10]. 平賀譲デジタルアーカイブ, Available at 

122 

 



 
 

 
参考文献 

<http://rarebook.dl.itc.u-tokyo.ac.jp/hiraga/>. Accessed on : Dec 20th 

2013. 
[11]. 川瀬晃：日本海軍における電気溶接の艦艇への採用について, 海事史研究, 

第 67 号, pp. 37-55, 2010. 

[12]. 川瀬晃：平賀譲と第四艦隊事件, 海事史研究, 第 68 号, pp. 40-54, 2011. 

[13]. 学研パブリッシング：帝国海軍の礎 八八艦隊計画 (歴史群像シリーズ), 
学習研究社, 2011. 

[14]. 堀内カラー, Available at <http://www.horiuchi-color.co.jp/>. Accessed 

on : Dec 20th 2013. 
[15]. アジア歴史資料センター, Available at <http://www.jacar.go.jp/>. 

Accessed on : Dec 20th 2013. 

[16]. Berners-Lee, T., Hendler, J., and Lassila, O.: The semantic Web, 
Scientific American, Vol.284, No. 5, pp. 34-43, 2001. 

[17]. Semantic Web "Layer Cake", Available at 

<http://www.w3.org/2007/03/layerCake.png>. Accessed on: Dec 20th 
2013. 

[18]. 松尾豊，Web 上の情報からの人間関係ネットワークの抽出, 人工知能学

会論文誌, 20 巻, 5 号, pp. 337-345, 2005. 

[19]. Breitman, K.K.: Ontology as a Requirements Engineering Product , 
11th IEEE International Requirements Engineering Conference (RE’

03), pp. 309-319, 2003. 
[20]. Fox, M.S.: An organisation ontology for enterprise modeling: 

Preliminary concepts for linking structure and behavior, Computers in 

Industry, Vol.29, pp. 123-134, 1996. 
[21]. Hiekata, K., Yamato, H., and Tsujimoto, S.: Ontology Based 

Knowledge Extraction for Shipyard Fabrication Workshop Reports, 

Expert Systems with Applications, Vol. 37, No.11, pp. 7380-7386, 2010. 
[22]. Hafner, J., Sawhney, H.S., Equitz, W., Flickner, M., and Niblack, W.: 

Efficient color histogram indexing for quadratic form distance 

functions, Pattern Analysis and Machine Intelligence, Vol.17, No.7, pp. 
729-736, 1995. 

123 

 

http://www.horiuchi-color.co.jp/


 
 

 
参考文献 

[23]. Chatzichristofis, S. A., and Boutalis, Y. S.: CEDD: color and edge 

directivity descriptor: a compact descriptor for image indexing and 

retrieval, the Proceedings of the 6th international conference on 
Computer vision systems, Vol.5008, pp. 312-322, 2008. 

[24]. Manjunath, B.S., Ohm, J.-R., Vasudevan, V.V., and Yamada, A.: Color 

and texture descriptors, Circuits and Systems for Video Technology, 
Vol.11, No.6, pp. 703-715, 2001. 

[25]. Yang, J., Jiang, Y.-G., Hauptmann, A. G., and Ngo, C.-W. : Evaluating 

bag-of-visual-words representations in scene classification, the 
Proceedings of the international workshop on Workshop on multimedia 

information retrieval, pp. 197-206, 2007. 

[26]. Tirilly, P., Claveau, V., Gros, P.: Language modeling for bag-of-visual 
words image categorization, the Proceedings of the 2008 international 

conference on Content-based image and video retrieval, pp. 249-258, 

2008. 
[27]. Tobin, and Kenneth, W.: Using a patient image archive to diagnose 

retinopathy, Engineering in Medicine and Biology Society, 2008. EMBS 

2008. 30th Annual International Conference of the IEEE, pp. 5441-544, 
2008. 

[28]. Park, D. K., Jeon, Y. S., and Won, C. S.: Efficient use of local edge 

histogram descriptor, the Proceedings of the 2000 ACM workshops on 
Multimedia, pp. 51-54, 2000. 

[29]. Mpeg-7 - Standards | MPEG, Available at 

<http://mpeg.chiariglione.org/standards/mpeg-7/mpeg-7.htm>.  
Accessed on : Dec 20th 2013. 

[30]. González, J., Villena, J., Moreno, C., and Martínez-Fernández, J.: 

Semiautomatic Extraction of Thesauri and Semantic Search in a 
Digital Image Archive, Proceedings of the 10th International 

Conference on Electronic Publishing, pp. 279-290, 2006. 

[31]. Castells, P., Perdrix, F., Pulido, E., Rico, M., Benjamins, R., Contreras, 
J., Lorés, J., and Neptuno, F.: Semantic Web Technologies for a Digital 

124 

 

http://mpeg.chiariglione.org/standards/mpeg-7/mpeg-7.htm


 
 

 
参考文献 

Newspaper Archive, Springer, pp. 445-458, 2004. 

[32]. Costilla, C.: Semantic Web digital archive integration, Database and 

Expert Systems Applications, pp. 179-185, 2004. 
[33]. 伊東幸宏，小西達裕，三浦崇，赤塚大輔，田村貞雄，阿部圭一，赤石美

奈，中谷広正：テキスト史料の抜粋・分類機能と分類結果の俯瞰機能によ

る歴史学研究支援 (<特集>人文科学とコンピュータ), 情報処理学会論文

誌, 40 巻, 3 号, pp. 821-830, 1999. 

[34]. 赤石美奈，岡田義広，中谷広正，伊東幸宏，田村貞雄：史料の管理・検

索・可視化機能を持つ歴史学研究支援統合環境の構築 (<特集>人文科学と

コンピュータ), 情報処理学会論文誌, 40 巻, 3 号, pp. 831-839, 1999. 

[35]. 研谷紀夫，馬場章：文化資源オントロジの構築とその活用(<特集>第 15

回(2007 年度)年次大会(研究報告会&総会)), 情報知識学会誌, 17 巻, 2 号, 

pp. 129-134, 2007. 
[36]. 渡邉英徳，坂田晃一，北原和也，鳥巣智行，大瀬良亮，阿久津由美，中

丸由貴，草野史興："Nagasaki Archive":事象の多面的・総合的な理解を促

す多元的デジタルアーカイブズ, 日本バーチャルリアリティ学会論文誌, 

16 巻, 3 号, pp. 497-505, 2011. 

[37]. 稗方和夫，大和裕幸，中村覚，岡田伊策，齋藤稔，安藤峻：インシデン

トレポートの自動分類とその分析環境の構築と評価, 人工知能学会全国大

会論文集(CD-ROM), 27 巻, 2013. 

[38]. 中村覚：セマンティックウェブ技術を用いたデジタルアーカイブ史料研

究支援システムの構築, 卒業論文, 2011. 

[39]. 三浦崇，伊東幸宏，小西達裕，田村貞雄，赤石,美奈，中谷広正，阿部圭

一：歴史学研究支援システムの構築”, 情報処理学会研究報告, 97 巻, 48 号, 

pp. 25-30, 1997. 

[40]. Dublin Core Metadata Initiative, Available at <http://dublincore.org/>. 

Accessed on: Dec 20th 2013. 
[41]. 長門（戦艦）, Available at 

<http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%95%B7%E9%96%80_(%E6%88%A6

%E8%89%A6)>. Accessed on : Dec 20th 2013. 
[42]. 加賀 (空母) , Available at 

125 

 

http://dublincore.org/
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%95%B7%E9%96%80_(%E6%88%A6%E8%89%A6)
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%95%B7%E9%96%80_(%E6%88%A6%E8%89%A6)


 
 

 
参考文献 

<http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8A%A0%E8%B3%80_(%E7%A9%B

A%E6%AF%8D)>. Accessed on : Dec 20th 2013. 
[43]. 夢の八八艦隊 , Available at 

<http://www.geocities.jp/kigiken/88fleet_1.html>. Accessed on : Dec 

20th 2013. 

[44]. Lire (Lucene Image REtrieval), Available at 
<http://www.lire-project.net/>. Accessed on : Dec 20th 2013. 

[45]. 外務省文書（MF）, Available at 

<http://rnavi.ndl.go.jp/kensei/entry/Gaimusho.php>. Accessed on : Dec 
20th 2013. 

[46]. JACAR(アジア歴史資料センター)Ref.B06150296900、五国会議 第三巻

(B-2-3-1-055-00-003)(外務省外交史料館) 
[47]. 外務省: 外務省年鑑: 大正 11 年, クレス出版, pp. 292, 1999. 

126 

 

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8A%A0%E8%B3%80_(%E7%A9%BA%E6%AF%8D)
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8A%A0%E8%B3%80_(%E7%A9%BA%E6%AF%8D)
http://www.geocities.jp/kigiken/88fleet_1.html
http://www.lire-project.net/
http://rnavi.ndl.go.jp/kensei/entry/Gaimusho.php

	目次
	図目次
	表目次
	第1章 序論
	1.1  電子資料の普及と活用
	1.2 歴史研究
	1.3 目的
	1.4 本論文の構成

	第2章 関連研究
	2.1  はじめに
	2.2 要素技術
	2.2.1 デジタルアーカイブ
	2.2.1.1 平賀譲デジタルアーカイブ
	2.2.1.2 アジア歴史資料センター

	2.2.2 セマンティック・ウェブ
	2.2.2.1 セマンティック・ウェブの要素技術
	2.2.2.2 RDF
	2.2.2.3 RDF Schema
	2.2.2.4 オントロジー
	2.2.2.5 SPARQL

	2.2.3 類似画像検索
	2.2.3.1 エッジ
	2.2.3.2 エッジ抽出手法
	2.2.3.3 一次微分
	2.2.3.4 二次微分
	2.2.3.5 局所エッジヒストグラム


	2.3 既存研究
	2.3.1 セマンティック・ウェブ技術を応用した研究
	2.3.2 歴史研究支援を目的とした研究
	2.3.3 文書自動分類システム「KASHIWADE」
	2.3.3.1 リソース管理画面
	2.3.3.2 メタデータ管理機能
	2.3.3.3 メタデータ抽出プラグイン管理機能


	2.4 本研究の位置づけ

	第3章 提案手法
	3.1 はじめに
	3.2 歴史研究プロセスの課題と必要要件の整理
	3.2.1 歴史研究プロセスの課題
	3.2.2 課題解決に向けた必要要件の定義
	3.2.2.1 史料の収集
	3.2.2.2 史料の整理
	3.2.2.3 史料の分析
	3.2.2.4 歴史研究のプロセス改善に向けた必要要件の定義


	3.3 提案する歴史研究環境
	3.4 セマンティック・ウェブ技術を用いた史料管理手法
	3.4.1 メタデータフィールドの設計
	3.4.1.1 史料管理のためのメタデータフィールド
	3.4.1.2 ユーザの調査結果等を記述するためのメタデータフィールド

	3.4.2 オントロジーを用いた概念の体系化
	3.4.3 セマンティック・ウェブ技術による有用性


	第4章 開発した歴史研究支援システム
	4.1  はじめに
	4.2 開発したシステムの概要
	4.3 史料の収集
	4.3.1 メタデータ登録機能
	4.3.2 ファイル登録機能
	4.3.3 メタデータ入力項目の詳細

	4.4 史料の整理
	4.4.1 メタデータ編集機能
	4.4.2 オントロジーの編集機能

	4.5 史料の分析
	4.5.1 検索結果表示機能
	4.5.2 検索機能
	4.5.3 史料の並び替え機能
	4.5.4 史料の比較機能

	4.6 プラグインによるメタデータの分析機能

	第5章 ケーススタディ：長門型戦艦の設計履歴分析
	5.1 はじめに
	5.2 ケーススタディ内容
	5.3 分析対象史料
	5.4 ケーススタディにおける前処理
	5.4.1 オントロジーの追加
	5.4.2 局所エッジヒストグラムを用いたインデックスの作成

	5.5 ケーススタディの流れ
	5.6 史料の収集
	5.7 史料の整理
	5.8 史料の分析
	5.9 分析結果を利用した史料の再検索
	5.10 ケーススタディ結果
	5.11 ケーススタディのまとめ

	第6章 実験：外務省来電の送付先決定過程分析
	6.1 はじめに
	6.2 実験内容
	6.3 分析対象史料
	6.4 実験の流れ
	6.5 メタデータフィールドの選定
	6.6 史料の収集
	6.7 史料の整理
	6.8 史料の分析
	6.8.1 筆跡と作成日の関係に基づいた分析
	6.8.2 筆跡と閲覧者の関係に基づいた分析

	6.9 実験結果
	6.10 実験のまとめ

	第7章 考察
	7.1 ケーススタディにおける検索精度評価
	7.1.1 検索精度評価指標
	7.1.2 精度評価における検索方法
	7.1.3 オントロジーを用いた検索精度の評価
	7.1.3.1 正解史料群
	7.1.3.2 検索方法
	7.1.3.3 検索精度の評価結果

	7.1.4 類似画像を用いた検索精度の評価
	7.1.4.1 正解史料群
	7.1.4.2 検索方法
	7.1.4.3 検索精度の評価結果

	7.1.5 特定した年代を用いた検索精度の評価
	7.1.5.1 正解史料
	7.1.5.2 検索方法
	7.1.5.3 検索精度の評価結果


	7.2 既存の歴史研究プロセスの課題点に対する評価
	7.2.1 「史料の収集」プロセスにおける評価
	7.2.2 「史料の整理」プロセスにおける評価
	7.2.3 「史料の分析」プロセスにおける評価
	7.2.4 提案手法に基づく歴史研究プロセスの改善
	7.2.5 来電における標準メタデータセットの提案


	第8章 結論
	8.1  結論
	8.2 今後の展望
	8.2.1 「デジタルキュレーションシステム」への応用
	8.2.2 他分野の文献調査プロセスへの応用


	謝辞
	参考文献

